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3 取組み状況データの集計・分析 

3.1 廃棄物自主管理計画（状況）報告書 

3.1.1 提出状況 

 廃棄物自主管理計画(状況)報告書の提出状況 (業種別・県市別)は、表 3.1.1-1 に示

すとおりである。 

 令和 7 年度の廃棄物自主管理計画（状況）報告書（様式１）の提出数は全体で 985 件

であった。 

 業種別内訳では、建設業が 521 件と最も多く、次いで製造業 295 件、サービス業 92

件、電気・ガス・熱供給・水道業 68 件、運輸・通信は 5 件であった。 

 令和 6 年度の提出数に対して最も増加した業種は、サービス業であった（4 件増加）。 

 県市別提出状況は、神奈川県が 319 件、横浜市 324 件、川崎市 199 件、相模原市 89

件、横須賀市 54 件であった。 

 なお、建設業などにおいて、複数の自治体に事業場が存在している場合は、各県市へ

提出しているため、重複を含む数値である。 

 

表3.1.1-1 廃棄物自主管理計画(状況)報告書の提出状況 (業種別・県市別)  
（件数）

神奈川県 横浜市 川崎市 相模原市 横須賀市 合計

0 0 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 3 3

138 183 116 52 32 521 537

122 80 54 26 13 295 293

食料 18 14 2 3 0 37 36

生活関連 1 3 0 0 1 5 3

紙 3 2 1 2 0 8 7

化学 33 10 26 3 1 73 71

プラスチック 1 1 1 0 2 5 5

窯業 16 22 7 8 3 56 58

鉄鋼 2 2 4 0 1 9 9

非鉄金属 7 2 0 1 1 11 10

金属 2 6 6 0 0 14 13

一般機械 12 3 1 0 1 17 18

電気機械 11 5 5 7 0 28 32

輸送機械 16 10 1 2 3 32 31

28 23 11 3 3 68 65

0 4 1 0 0 5 3

0 0 1 0 0 1 0

28 34 16 8 6 92 88

319 324 199 89 54 985 989合計

業種
令和７年度提出状況 R06年度の

提出状況

農業

鉱業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信

卸・小売業・飲食店

サービス業
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 令和 7 年度の廃棄物自主管理計画（状況）報告書の提出数を日本標準産業分類により

集計した表は、表 3.1.1-2 のとおりである。 

 

表3.1.1-2 廃棄物自主管理計画(状況)報告書の提出状況(産業分類別・県市別) 
（件数）

神奈川県 横浜市 川崎市 相模原市 横須賀市 合計

A-農業、林業

B-漁業

C-鉱業、砕石業、砂利採取業 3 3 3

D-建設業 138 183 116 52 32 521 537

E09-食料品製造業 16 12 2 3 33 30

E10-飲料・たばこ・飼料製造業 2 2 4 6

E11-繊維工業

E12-木材・木製品製造業（家具を除く）

E13-家具・装備品製造業 1 1 2 2

E14-パルプ・紙・紙加工品製造業 2 1 1 4 3

E15-印刷・同関連業 1 1 2 4 4

E16-化学工業 32 8 22 2 1 65 64

E17-石油製品・石炭製品製造業 1 2 4 1 8 7

E18-プラスチック製品製造業 1 1 1 3 3

E19-ゴム製品製造業 1 1 2 2

E20-なめし革・同製品・毛皮製造業

E21-窯業・土石製品製造業 16 22 7 8 3 56 58

E22-鉄鋼業 2 2 4 1 9 9

E23-非鉄金属製造業 7 2 1 1 11 10

E24-金属製品製造業 2 6 6 14 13

E25-はん用機械器具製造業 4 2 6 7

E26-生産用機械器具製造業 1 1 1 3 3

E27-業務用機械器具製造業 7 1 8 8

E28-電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 5 1 1 4 11 12

E29-電気機械器具製造業 6 4 3 2 15 17

E30-情報通信機械器具製造業 1 1 2 3

E31-輸送用機械器具製造業 16 10 1 2 3 32 31

E32-その他の製造業 1 2 3 1

F-電気・ガス・熱供給・水道業 28 23 11 3 3 68 65

G-情報通信業

H-運輸業、郵便業 4 1 5 3

I-卸売・小売業 1 1

J-金融業、保険業

K-不動産業、物品賃貸業 1 1 2 2

L-学術研究、専門・技術サービス業 1 1 1

M-宿泊業、飲食サービス業

N-生活関連サービス業、娯楽業

O-教育、学術支援業

P-医療、福祉 27 28 14 7 5 81 77

Q-複合サービス業

R-サービス業（他に分類されないもの） 1 5 1 1 8 7

S-公務 1
合　計 319 324 199 89 54 985 989

日本標準産業分類
令和７年度提出状況 R06年度の

提出状況
合計
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 令和 7 年度の廃棄物自主管理計画（状況）報告書の提出数を業種別と事業場規模別によ

り集計した表は、表 3.1.1-3 のとおりである。 

 窯業は、小規模事業場が比較的多いが、大部分の事業場が生コンクリート製造業である。

サービス業は、小規模事業場及び中規模事業場は少ないが、サービス業の多くが医療業で

あり、特別管理産業廃棄物の多量排出事業者となる医療業は事業規模も大きくなることが

影響しているものと考えられる。 

 

表3.1.1-3 廃棄物自主管理計画(状況)報告書の提出状況(業種別・規模別) 

（件数）

小規模
20人以下

中規模①
21～100人

中規模②
101～300人

大規模
301人以上

不明 合計

2 1 3 3

141 182 97 101 521 537

39 66 77 110 3 295 293

食料 4 14 19 37 36

生活関連 2 1 2 5 3

紙 1 1 3 3 8 7

化学 3 21 24 25 73 71

プラスチック 2 3 5 5

窯業 29 17 4 5 1 56 58

鉄鋼 2 5 2 9 9

非鉄金属 3 4 4 11 10

金属 3 9 2 14 13

一般機械 2 4 11 17 18

電気機械 5 8 13 2 28 32

輸送機械 1 8 23 32 31

19 29 4 13 3 68 65

3 1 1 5 3

1 1

5 5 14 57 11 92 88

209 285 192 282 17 985 989

R06年度
の

提出状況

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信

卸・小売業・飲食店

合計

業種

令和７年度提出状況

農業

鉱業

建設業

サービス業

 
注)事業場規模は、当該事業場従業員数により区分した。 
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 令和 7 年度の廃棄物自主管理計画（状況）報告書の提出数を、提出自治体別と事業場規

模別により集計した表は、表 3.1.1-4 のとおりである。 

 

表3.1.1-4 廃棄物自主管理計画(状況)報告書の提出状況(提出自治体別・規模別) 

（件数）

小規模
20人以下

中規模①
21～100人

中規模②
101～300人

大規模
301人以上

不明 合計

63 80 69 100 7 319 327

(6%) (8%) (7%) (10%) (1%) (32%) (33%)

77 109 55 77 6 324 313

(8%) (11%) (6%) (8%) (1%) (33%) (32%)

35 60 39 64 1 199 198

(4%) (6%) (4%) (6%) (0%) (20%) (20%)

26 20 18 24 1 89 94

(3%) (2%) (2%) (2%) (0%) (9%) (10%)

8 16 11 17 2 54 57

(1%) (2%) (1%) (2%) (0%) (5%) (6%)

209 285 192 282 17 985 989

(21%) (29%) (19%) (29%) (2%) (100%) (100%)

横須賀市

合計

川崎市

相模原市

R06年度
の

提出状況
提出自治体

令和７年度提出状況

神奈川県

横浜市

 
注) 構成比は小数点第１位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100％とはならない。 
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3.1.2 項目グループ別集計 

 令和 6 年度の廃棄物自主管理状況は、表 3.1.2-1 に示す五者択一による報告を求めてい

る。「１」または「２」の回答については、実施済みあるいは実施予定があるため「○回答」

として集計し、「３」または「４」の回答については、未実施あるいは実施予定がないため

「×回答」として集計した。「５ 該当しない」の回答と無回答については、「空欄回答」

として集計から除いた。 

 

表3.1.2-1 廃棄物自主管理状況の選択内容と集計区分 
選択肢 1 2 3 4 5 

令和 6 年度

の状況 

既に実施してお

り、内容も十分

である。 

既に実施してい

るが、検討の余

地がある。 

検討したが、ま

だ実施してい

ない。 

わからない。 

検討していない。 

実施困難である。 

該当しない。 

令和 7 年度

の計画 

十分な内容で実

施する。 

十分とはいえな

いが、実施する。 

実施できない

が検討する。 

分からない。 

検討していない。 

実施困難である。 

該当しない。 

集計区分 

実施済みあるいは実施予定のあるも

の 

【○回答】 

未実施あるいは実施予定のないも

の【×回答】 

該当しない場合

と無回答 

【空欄回答】 

 

 廃棄物自主管理状況の集計は、表 3.1.2-2 に示す 4 レベルの項目グループ別(大項目、中

項目、小項目、細目)に集計した。また、大項目、中項目、小項目については、全業種、建

設業、製造業、その他業種に区分した業種別集計と、当該従業員数により小規模、中規模

①、中規模②、大規模、不明に区分した規模別集計をした。 

 実施率は、空欄回答を除いた回答数に占める○回答の割合(○の個数／○と×の個数)と

して算出した。 

 実施率については、過年度(R02～R05 状況)、前年度の計画である「R06 計画」、本年度の

状況として「R06 状況」、本年度の計画である「R07 計画」を示すとともに「R06 計画」に

対する「R06 状況」を比較して、計画の達成状況を○×で示した。 

 

表3.1.2-2 項目グループ別集計時の集計区分項目 
大項目 中項目 小項目 細目 

Ⅰ 
適正処理に関する自主管理状

況 

A  管理体制等の状況 

1  文書規定の整備 1-1～1-3 

2  組織の状況 2-1～2-6 

3  取組の状況 3-1～3-6 

B  廃棄物処理の委託 

4  業者選定 4-1～4-4 

5  委託前確認等 5-1～5-3 

6  委託後確認 6-1～6-4 

Ⅱ 

 

事業場内3R及び製品3Rに関す

る自主管理状況 

C  事業場内 3R 
7  発生抑制 7-1～7-5 

8  循環的利用 8-1～8-6 

D  製品 3R 
9  発生抑制 9-1～9-4 

10 循環的利用 10-1～10-2 

Ⅲ 
その他に関する自主管理の状

況 
－ 

11 グリーン調達 11-1～11-2 

12 コミュニケーション 12-1～12-3 

Ⅳ 

 

 

 

建設廃棄物に関する自主管理

の状況 

（建設業及び建設工事発注者

となる事業場のみ回答） 

－ 
13 建設混合廃棄物の発生抑制 

及び再生利用 
13-1～13-2 

E  建設汚泥の発生が 

見込まれる工事 

14 発生抑制 14-1～14-2 

15 再生利用 15-1～15-2 

16 適正処理 16-1～16-2 

－ 17 建設リサイクルに関する研修 17-1 
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3.1.2.1 大項目集計 

(1)適正処理に関する自主管理状況 

①業種別 

 「適正処理に関する自主管理状況」は、廃棄物の管理体制等の状況や廃棄物処理の委託

に関して、組織・文書・取組の有無や状況を把握するものである。全業種での令和 6 年度

実施状況は89％で取組み状況は良好であり、令和5年度実施状況から1％の向上であるが、

令和 6 年度計画を達成していない。 

業種別での令和 6 年度実施状況は、製造業が 92％で取組み状況は良好であり、建設業が

88％、その他業種が 86％であった。各業種は、令和 5 年度実施状況から横ばいであり、令

和 6 年度計画は、建設業と製造業が達成できなかった。 

  

 

89

87

92

85

88
87

91

84

88 
87 

92 

84 

88 
87 

92 

84 

90 
89 

93 

86 

89
88

92

86

90
89

93

87

80

85

90

95

100

全業種 建設業 製造業 その他業種

実
施
率
(
％
)

R02状況 R03状況 R04状況 R05状況 R06計画 R06状況 R07計画

 

図 3.1.2-1 Ⅰ 適正処理に関する自主管理状況【大項目、業種別】 

 

表 3.1.2-3 Ⅰ 適正処理に関する自主管理状況【大項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 89 87 92 85

R03状況 88 87 91 84

R04状況 88 87 92 84

R05状況 88 87 92 84

R06計画 90 89 93 86

R06状況 89 88 92 86

R07計画 90 89 93 87

× × × 〇R06計画達成状況

大項目 Ⅰ適正処理に関する自主管理状況

項目数 25

業種区分

実施率
（％）

 

注）「R06 計画達成状況」は、「R06 状況」の実施率が「R06 計画」以上
．．

であれば「○」、

「R06 計画」に満たなければ「×」とした。 
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②規模別 

 「適正処理に関する自主管理状況」について、様式２または４に記載された当該事業場

従業員数により、規模別の集計を行った。全規模における令和 6 年度実施状況が 89％であ

るのに対し、小規模事業場では 81％、中規模①事業場が 87％、中規模②事業場が 92％、

大規模事業場が 94％であった。各区分の傾向は、令和 5 年度実施状況と比較して、小規模

事業場は 1 ポイントの向上、中規模①事業場は 1 ポイントの向上、中規模②事業場は 1 ポ

イントの向上、大規模事業場は横ばいとなっている。 

 

89

81
87

92 94

81

90
83

88
93 94

85

20

40

60

80

100

全規模 小規模 中規模① 中規模② 大規模 不明

実
施

率
(％

)

R06状況 R07計画

 

図 3.1.2-2 Ⅰ 適正処理に関する自主管理状況【大項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-4 Ⅰ 適正処理に関する自主管理状況【大項目、規模別】

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 89 81 87 92 94 81
R07計画 90 83 88 93 94 85

実施率
（％）

事業規模 全規模 不明

大項目

項目数 25

Ⅰ適正処理に関する自主管理状況
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③行政区別 

 「適正処理に関する自主管理状況」について、行政区別の集計を行った。令和 6 年度実

施状況は、横須賀市が 95％と高く、神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市は 88～89％であ

った。 

 

89 88 88 89 89
95

90 89 89 90 89
95

20

40

60

80

100

全域 神奈川県 横浜市 川崎市 相模原市 横須賀市

実
施

率
(％

)

R06状況 R07計画

 

図 3.1.2-3 Ⅰ 適正処理に関する自主管理状況【大項目、行政区別】 

 

 

表 3.1.2-5 Ⅰ 適正処理に関する自主管理状況【大項目、行政区別】

全域 神奈川県 横浜市 川崎市 相模原市 横須賀市
R06状況 89 88 88 89 89 95
R07計画 90 89 89 90 89 95

実施率
（％）

行政区
25項目数

Ⅰ適正処理に関する自主管理状況大項目
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(2)事業場内３Ｒ及び製品３Ｒに関する自主管理状況について 

①業種別 

 「事業場内３Ｒ及び製品の３Ｒに関する自主管理状況」は、発生抑制・循環的利用の取

組の実施状況を把握するものである。全業種での令和 6 年度実施状況は 87％であり、令和

5 年度実施状況から 1％の向上で、令和 6 年度計画を達成した。業種別では、建設業及び製

造業が 88％、その他業種が 82％であった。建設業は令和 5 年度実施状況から 3％の向上、

その他業種は 5％の向上、製造業は 1％の下降であり、令和 6 年度計画は、建設業及びその

他業種が達成できた。 

 

87 87
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85 85
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77
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78 

87 87 
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79 
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85

90

95

100

全業種 建設業 製造業 その他業種

実
施
率
(
％
)

R02状況 R03状況 R04状況 R05状況 R06計画 R06状況 R07計画

 

図3.1.2-4 Ⅱ 事業場内３Ｒ及び製品３Ｒに関する自主管理状況について【大項目、業種別】 

 

表3.1.2-6 Ⅱ 事業場内３Ｒ及び製品３Ｒに関する自主管理状況について【大項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 87 87 88 80

R03状況 85 85 87 77

R04状況 86 86 89 78

R05状況 86 85 89 78

R06計画 87 87 90 79

R06状況 87 88 88 82

R07計画 88 89 90 81

〇 〇 × 〇

大項目 Ⅱ　事業場内3R及び製品3Rに関する自主管理状況

項目数 17

業種区分

R06計画達成状況

実施率
（％）
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②規模別 

 「事業場内３Ｒ及び製品の３Ｒに関する自主管理状況」の規模別集計は、全規模におけ

る令和 6 年度実施状況が 87％であり、小規模事業場が 82％、中規模①事業場が 84％、中

規模②事業場が 90％、大規模事業場が 92％であった。 

 

87
82 84

90 92

82
88

83 85
90 92 90

20
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60

80

100

全規模 小規模 中規模① 中規模② 大規模 不明

実
施

率
(％

)

R06状況 R07計画

 

図3.1.2-5 Ⅱ 事業場内３Ｒ及び製品３Ｒに関する自主管理状況について【大項目、規模別】 

 

 

表3.1.2-7 Ⅱ 事業場内３Ｒ及び製品３Ｒに関する自主管理状況について【大項目、規模別】

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 87 82 84 90 92 82
R07計画 88 83 85 90 92 90

実施率
（％）

事業規模 全規模 不明

大項目 Ⅱ　事業場内3R及び製品3Rに関する自主管理状況

項目数 17
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③行政区別 

 「事業場内３Ｒ及び製品の３Ｒに関する自主管理状況」について、行政区別の集計を行

った。全地域での令和 6 年度実施状況が 87％であるのに対し、横須賀市は 92％と高くなっ

ている。 
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図3.1.2-6 Ⅱ 事業場内３Ｒ及び製品３Ｒに関する自主管理状況について【大項目、行政区別】 

 

 

表3.1.2-8 Ⅱ 事業場内３Ｒ及び製品３Ｒに関する自主管理状況について【大項目、行政区別】 

全域 神奈川県 横浜市 川崎市 相模原市 横須賀市
R06状況 87 87 84 91 88 92
R07計画 88 87 86 91 90 93

実施率
（％）

大項目 Ⅱ　事業場内3R及び製品3Rに関する自主管理状況

項目数 17
行政区
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(3)その他に関する自主管理の状況について 

①業種別 

 「その他に関する自主管理の状況」は、グリーン調達への取組状況及び一般消費者等と

のコミュニケーションの実施状況を把握するものである。全業種での令和 6 年度実施状況

は 93％であり、取組み状況は概ね良好である。業種別の実施率は 92～93％であり、令和 5

年度実施状況から 1％向上したが、令和 6 年度計画は建設業が達成できなかった。 

 なお、「その他に関する自主管理の状況」は全般的な取組であるため、廃棄物の種類別に

よる取組状況の違いは明確にできない。 
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図 3.1.2-7 Ⅲ その他に関する自主管理の状況について【大項目、業種別】 

 

 

表 3.1.2-9 Ⅲ その他に関する自主管理の状況について【大項目、業種別】

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 92 92 91 92

R03状況 92 93 90 91

R04状況 92 93 92 92

R05状況 92 92 91 92

R06計画 93 94 92 92

R06状況 93 93 92 93

R07計画 93 94 92 93

〇 × 〇 〇R06計画達成状況

実施率
（％）

大項目 Ⅲ　その他に関する自主管理状況

項目数 5

業種区分
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②規模別 

「その他に関する自主管理の状況」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が

93％であり、小規模事業場では 85％、中規模①事業場が 93％、中規模②事業場が 96％、

大規模事業場が 96％であった。 
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図 3.1.2-8 Ⅲ その他に関する自主管理の状況について【大項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-10 Ⅲ その他に関する自主管理の状況について【大項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 93 85 93 96 96 87
R07計画 93 86 93 96 96 90

実施率
（％）

大項目 Ⅲ　その他に関する自主管理状況

項目数 5

事業規模 全規模 不明
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③行政区別 

 「その他に関する自主管理の状況」について、行政区別の集計を行った。令和 6 年度実

施状況は、横須賀市が 97％と高く、神奈川県が 92％、横浜市が 91％、川崎市が 95％、相

模原市は 93％であった。 
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図 3.1.2-9 Ⅲ その他に関する自主管理の状況について【大項目、行政区別】 

 

 

表 3.1.2-11 Ⅲ その他に関する自主管理の状況について【大項目、行政区別】 

全域 神奈川県 横浜市 川崎市 相模原市 横須賀市
R06状況 93 92 91 95 93 97
R07計画 93 93 92 95 94 98

実施率
（％）

大項目 Ⅲ　その他に関する自主管理状況

項目数 5
行政区
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(4)建設廃棄物に関する自主管理の状況について 

①建設業全体 

 「建設廃棄物に関する自主管理の状況」は、建設混合廃棄物および建設汚泥の発生抑制、

再生利用等の実施状況ならびに建設リサイクルに関する研修会等への参加に関する実施状

況を把握するものである。本項目は建設業及び建設工事発注者となる事業場を対象とした

ものであるが、建設工事発注者となる事業場は毎年変わる可能性があること、ならびに回

答を頂いた事業場数が少ないことから集計から除き、建設業のみを対象とし実施状況を把

握した。 

 建設業の令和 6 年度実施状況は 89％であり、令和 5 年度実施状況から 1％向上し、令和

6 年度計画を達成した。 
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図 3.1.2-10 Ⅳ 建設廃棄物に関する自主管理の状況について【大項目、建設業全体】 

 

 

表 3.1.2-12 Ⅳ 建設廃棄物に関する自主管理の状況について【大項目、建設業全体】 

R02状況

R03状況

R04状況

R05状況

R06計画

R06状況

R07計画

〇R06計画達成状況

実施率
（％）

88

大項目 Ⅳ　建設廃棄物に関する自主管理の状況

項目数 9

業種区分 建設業
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②規模別 

 「建設廃棄物に関する自主管理の状況」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状

況が 89％であるのに対し、小規模事業場では 82％、中規模①事業場が 89％、中規模②事

業場が 92％、大規模事業場が 95％であり、事業場の規模が大きくなるにつれて取組み状況

が良好になる傾向が見られた。 
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図 3.1.2-11 Ⅳ 建設廃棄物に関する自主管理の状況について【大項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-13 Ⅳ 建設廃棄物に関する自主管理の状況について【大項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 89 82 89 92 95 -
R07計画 89 78 90 92 95 -

実施率
（％）

大項目 Ⅳ　建設廃棄物に関する自主管理の状況

項目数 9

事業規模 全規模 不明
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3.1.2.2 中項目別集計 

(1)管理体制等の状況及び廃棄物処理の委託について 

①業種別 

 「管理体制等の状況」は、文書規定の整備状況、組織の状況及び取組の状況を把握する

ものである。全業種での令和 6 年度実施状況は 87％で取組み状況が良好であり、令和 5 年

度実施状況から 1％向上であるが、令和 6 年度計画を達成できなかった。業種別では、製

造業が 91％で取組みが良好であり、建設業が 85％、その他業種が 84％であるが、それぞ

れ横ばい～2％向上であるが、建設業及び製造業は令和 6 年度計画を達成できなかった。 

 「廃棄物処理の委託」は、委託処理業者の選定及び廃棄物処理委託前後の確認に関する

実施状況を把握するものである。全業種での令和 6 年度実施状況は 92％で取組み状況は良

好であるが、令和 5 年度実施状況から横ばいで、令和 6 年度計画を達成できなかった。業

種別では、製造業が 94％、建設業が 91％、その他業種が 89％であり、その他業種は 1％向

上し、令和 6 年度計画を達成できた。 
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図 3.1.2-12 Ａ 管理体制等の状況について【中項目、業種別】 
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図 3.1.2-13 Ｂ 廃棄物処理の委託について【中項目、業種別】 

 

表3.1.2-14 Ａ 管理体制等の状況及びＢ 廃棄物処理の委託について【中項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種 全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 86 84 91 83 92 91 94 89

R03状況 85 83 90 81 91 91 93 87

R04状況 86 84 91 82 92 92 93 88

R05状況 86 83 91 82 92 91 94 88

R06計画 88 86 93 83 93 93 95 89

R06状況 87 85 91 84 92 91 94 89

R07計画 88 86 92 85 92 92 94 89

× × × 〇 × × × 〇

B　廃棄物処理の委託

10

R06計画達成状況

中項目 A　管理体制等の状況

項目数 15

業種区分

実施率

（％）
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②規模別 

 「管理体制等の状況」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 87％であり、

小規模事業場が 78％、中規模①事業場が 84％、中規模②事業場が 91％、大規模事業場が

93％となっていた。 

 「廃棄物処理の委託」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 92％であり、

小規模事業場が 85％、中規模①事業場が 91％、中規模②事業場が 94％、大規模事業場が

95％となっていた。 
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図 3.1.2-14 Ａ 管理体制等の状況について【中項目、規模別】 
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図 3.1.2-15 Ｂ 廃棄物処理の委託について【中項目、規模別】 

 

 

表3.1.2-15 Ａ 管理体制等の状況及びＢ 廃棄物処理の委託について【中項目、規模別】

小規模 中規模① 中規模② 大規模 小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上 20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 87 78 84 91 93 78 92 85 91 94 95 87
R07計画 88 80 86 92 93 81 92 86 92 95 95 91

実施率
（％）

A　管理体制等の状況

15

B　廃棄物処理の委託

10

全規模 不明

中項目

項目数

事業規模 全規模 不明
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(2)事業場内３Ｒ及び製品３Ｒについて 

①業種別 

 「事業場内３Ｒ」は、事業場内での３Ｒへの取組状況を把握するものである。全業種で

の令和 6 年度実施状況は 86％であり、令和 5 年度実施状況から 1％向上であるが、令和 6

年度計画を達成できなかった。業種別では、製造業が 88％で最も取組みが進んでおり、建

設業が 86％、その他業種が 81％であった。建設業は令和 5 年度実施状況から 1％向上、そ

の他業種は 2％向上し、令和 6 年度計画を達成できた。 

 「製品３Ｒ」は、自社で生産する製品やサービスについて、３Ｒへの取組状況を把握す

るものである。全業種での令和 6 年度実施状況は 91％であり、令和 5 年度実施状況から 3％

向上し、令和 6 年度計画を達成できた。業種別では、建設業が 93％、製造業が 90％、その

他業種が 83％であった。建設業が令和 5 年度実施状況から4％、その他業種が 8％と大きく

向上し、建設業及びその他業種は令和 6 年度計画を達成できた。 
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図 3.1.2-16 Ｃ 事業場内 3Ｒについて【中項目、業種別】 
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図 3.1.2-17 Ｄ 製品 3Ｒについて【中項目、業種別】 

 

表 3.1.2-16 Ｃ 事業場内３Ｒ及びＤ 製品３Ｒについて【中項目、業種別】

全業種 建設業 製造業 その他業種 全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 86 86 88 79 88 88 89 83

R03状況 85 85 87 77 87 87 88 75

R04状況 86 85 89 78 89 88 91 83

R05状況 85 85 89 79 88 87 91 73

R06計画 87 86 90 79 90 89 91 75

R06状況 86 86 88 81 91 93 90 83

R07計画 87 87 89 81 91 94 90 83

× 〇 × 〇 〇 〇 × 〇

中項目 C　事業場内3Rについて D　製品3Rについて

項目数 11 6

業種区分

R06計画達成状況

実施率
（％）
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②規模別 

 「事業場内３Ｒ」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 86％であり、小規

模事業場が 80％、中規模①事業場が 82％、中規模②事業場が 90％、大規模事業場が 91％

となっている。 

 「製品３Ｒ」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 91％であり、小規模事

業場では 90％、中規模①事業場が 88％、中規模②事業場が 90％、大規模事業場が 94％と

なっている。事業場の規模が大きいと取組み状況が良好になる傾向が見られた。 
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図 3.1.2-18 Ｃ 事業場内 3Ｒについて【中項目、規模別】 
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図 3.1.2-19 Ｄ 製品 3Ｒについて【中項目、規模別】 

 

表 3.1.2-17 Ｃ 事業場内３Ｒ及びＤ 製品３Ｒについて【中項目、規模別】

小規模 中規模① 中規模② 大規模 小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上 20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 86 80 82 90 91 80 91 90 88 90 94 92
R07計画 87 81 84 90 92 88 91 90 89 90 94 100

実施率
（％）

項目数 11 6

事業規模 全規模 不明 全規模 不明

D　製品3Rについて中項目 C　事業場内3Rについて
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(3)建設汚泥の発生が見込まれる工事について 

①建設業全体 

 「建設汚泥の発生が見込まれる工事」は、建設汚泥の発生抑制、再生利用及び適正処理

への取組状況を把握するものであり、建設業を対象として集計を実施した。令和 6 年度実

施状況は 90％であり、令和 5 年度実施状況から 1％向上し、令和 6 年度計画を達成できた。 
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図 3.1.2-20 Ｅ 建設汚泥の発生が見込まれる工事について【中項目、建設業全体】 

 

 

表 3.1.2-18 Ｅ 建設汚泥の発生が見込まれる工事について【中項目、建設業全体】 
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実施率
（％）

89

88

88

89

89

89

90

中項目 E　建設汚泥の発生が見込まれる工事について

項目数 6

業種区分 建設業
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②規模別 

 「建設汚泥の発生が見込まれる工事」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況

が 90％であり、小規模事業場では 85％、中規模①事業場は 90％、中規模②事業場が 92％、

大規模事業場は 94％となっている。 
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図 3.1.2-21 Ｅ 建設汚泥の発生が見込まれる工事について【中項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-19 Ｅ 建設汚泥の発生が見込まれる工事について【中項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 90 85 90 92 94 -
R07計画 89 81 91 92 94 -

事業規模 全規模 不明

実施率
（％）

中項目 E　建設汚泥の発生が見込まれる工事について

項目数 6
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3.1.2.3 小項目別集計 

(1)文書規定の整備 

①業種別 

 「文書規定の整備」は、全業種における令和 6 年度実施状況が 93％であった。業種

別では、製造業が 96％で良好であるが、次いでその他業種が 93％であり、建設業は

90％でやや低い状況であった。令和 5 年度実施状況と比較すると、いずれの業種も横

ばい～1％の向上となっているが、令和 6 年度計画を達成できなかった。 

 実施できない理由としては、建設業及び製造業は「実施するための専任の担当者が

いない。又は、配置できない」が最も多く、その他業種では「実施するための専任の

担当者がいない。又は、配置できない」及び「その他の理由」も同率で最も多かった。 
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図 3.1.2-22 1 文書規定の整備【小項目、業種別】 

 

 

表 3.1.2-20  1 文書規定の整備【小項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 91 88 96 92

R03状況 90 87 96 91

R04状況 92 89 96 92

R05状況 92 89 96 92

R06計画 93 91 97 93

R06状況 93 90 96 93

R07計画 94 92 97 93

〇 × × 〇

方法が不明 9 5 1 3

人員不足 61 49 5 7

その他 21 10 4 7

合計 91 64 10 17

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

R06計画達成状況

小項目 1　文書規定の整備

項目数 3

業種区分

実施率
（％）
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②規模別 

 「文書規定の整備」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 93％であり、小

規模事業場では 86％、中規模①事業場が 89％、中規模②事業場が 97％、大規模事業場が

99％であった。 

 実施できない理由としては、小規模事業場及び中規模①事業場は「実施するための専任

の担当者がいない。又は、配置できない」が最も多く、中規模②事業場及び大規模事業場

は「その他の理由」が最も多かった。 
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図 3.1.2-23  1 文書規定の整備【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-21  1 文書規定の整備【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 93 86 89 97 99 87
R07計画 94 88 90 97 99 87
方法が不明 9 1 7 0 1 0
人員不足 61 24 30 4 3 0
その他 21 3 8 5 5 0
合計 91 28 45 9 9 0

1　文書規定の整備

3

事業規模 全規模 不明

実施率
（％）

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目

項目数
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(2) 組織の状況 

①業種別 

 「組織の状況」は、全業種での令和 6 年度実施状況が 81％であった。業種別では、

製造業が 84％で最も高い。建設業は令和 5 年度実施状況から 1％向上し、製造業は 1％

下降し、令和 6 年度計画を達成できなかった。 

 実施できない理由としては、「実施するための専任の担当者がいない。又は、配置で

きない」が最も多く、どの業種においても同様に人員に関する理由が最も多かった。 
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図 3.1.2-24 2 組織の状況【小項目、業種別】 

 

 

表 3.1.2-22 2 組織の状況【小項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 81 80 85 76

R03状況 80 79 84 73

R04状況 80 79 85 73

R05状況 79 78 85 74

R06計画 82 81 87 75

R06状況 81 79 84 77

R07計画 82 81 86 78

× × × 〇

方法が不明 143 69 49 25

人員不足 410 239 91 80

その他 80 28 33 19

合計 633 336 173 124

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

実施率
（％）

小項目 2　組織の状況

項目数 6

業種区分
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②規模別 

 「組織の状況」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 81％であり、小規模

事業場では 69％、中規模①事業場が 78％、中規模②事業場が 85％、大規模事業場が 89％

であった。 

 実施できない理由としては、規模の大小にかかわらず「実施するための専任の担当者が

いない。又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-25  2 組織の状況【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-23 2 組織の状況【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 81 69 78 85 89 63
R07計画 82 72 79 86 90 74
方法が不明 143 34 37 35 36 1
人員不足 410 106 139 75 83 7
その他 80 4 37 15 22 2
合計 633 144 213 125 141 10

全規模 不明

2　組織の状況

6

実施率
（％）

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目

項目数

事業規模
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(3)取組の状況 

①業種別 

 「取組の状況」は、全業種では令和 6 年度実施状況が 89％であった。業種別では製造業

が 94％で最も高く、建設業とその他業種はそれぞれ 87％、86％であった。建設業と製造業

は令和 6 年度計画を達成できなかった。 

 実施できない理由としては、建設業と製造業は「実施するための専任の担当者がいない。

又は、配置できない」が最も多く、製造業は「その他の理由」が最も多かった。 
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図 3.1.2-26  3 取組の状況【小項目、業種別】 

 

 

表 3.1.2-24 3 取組の状況【小項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 89 86 94 85

R03状況 87 85 93 84

R04状況 88 86 94 84

R05状況 88 86 94 84

R06計画 90 89 96 86

R06状況 89 87 94 86

R07計画 90 89 95 87

× × × 〇

方法が不明 73 50 9 14

人員不足 170 106 26 38

その他 89 35 32 22

合計 332 191 67 74

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

実施率
（％）

小項目 3　取組の状況

項目数 6

業種区分
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②規模別 

 「取組の状況」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 89％であり、小規模

事業場では 82％、中規模①事業場では 87％、中規模②事業場が 94％、大規模事業場が 93％

であった。 

 実施できない理由としては、全ての規模において「実施するための専任の担当者がいな

い。又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-27  3 取組の状況【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-25 3 取組の状況【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 89 82 87 94 93 86
R07計画 90 84 89 95 93 86
方法が不明 73 28 22 15 7 1
人員不足 170 44 58 31 34 3
その他 89 10 33 12 32 2
合計 332 82 113 58 73 6

全規模 不明

3　取組の状況

6

実施率
（％）

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目

項目数

事業規模
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(4)業者選定 

①業種別 

 「業者選定」は、全業種での令和 6 年度実施状況が 92％であった。業種別に見ると、各

業種は 88～93％であり、令和 5 年度実施状況から建設業と製造業は横ばいで、令和 6 年度

計画を達成できなかった。 

 実施できない理由としては、建設業は「実施するための専任の担当者がいない。又は、

配置できない」が最も多く、製造業及びその他の業種においては「実施するための具体的

な方法がわからない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-28  4 業者選定【小項目、業種別】 

 

 

表 3.1.2-26  4 業者選定【小項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 92 93 93 87

R03状況 91 92 92 85

R04状況 92 93 93 86

R05状況 92 93 93 87

R06計画 93 94 94 88

R06状況 92 93 93 88

R07計画 93 94 94 88

× × × 〇

方法が不明 66 28 19 19

人員不足 70 40 16 14

その他 37 9 18 10

合計 173 77 53 43

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目 4　業者選定

項目数 3

業種区分
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②規模別 

 「業者選定」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 92％であり、小規模事

業場では 88％、中規模①事業場が 92％、中規模②事業場が 94％、大規模事業場が 94％と

なっていた。 

 実施できない理由としては、小規模事業場、中規模①事業場では「実施するための専任

の担当者がいない。又は、配置できない」が最も多く、中規模②事業場は「実施するため

の具体的な方法がわからない」及び「実施するための専任の担当者がいない。又は、配置

できない」が同率で最も多く、大規模事業場では「実施するための具体的な方法がわから

ない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-29  4 業者選定【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-27  4 業者選定【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 92 88 92 94 94 80
R07計画 93 87 93 94 95 85
方法が不明 66 14 18 12 21 1
人員不足 70 20 24 12 14 0
その他 37 8 6 9 14 0
合計 173 42 48 33 49 1

事業規模 全規模 不明

4　業者選定

3

実施率
（％）

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目

項目数
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(5)委託前確認等 

①業種別 

 「委託前確認等」は、全業種での令和 6 年度実施状況が 96％であった。業種別では、製

造業は 97％と良好で、建設業とその他業種は 96％であった。令和 6 年度計画を建設業と製

造業は達成できなかった。 

 実施できない理由としては、「実施するための専任の担当者がいない。又は、配置できな

い」が最も多く、どの業種においても同様に人員に関する理由が最も多かった。 
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図 3.1.2-30  5 委託前確認等【小項目、業種別】 

 

 

表 3.1.2-28 5 委託前確認等【小項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 97 96 99 95

R03状況 97 96 98 95

R04状況 96 96 97 96

R05状況 96 96 98 95

R06計画 97 97 98 96

R06状況 96 96 97 96

R07計画 96 96 97 96

× × × 〇

方法が不明 10 7 1 2

人員不足 35 22 5 8

その他 14 6 2 6

合計 59 35 8 16

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

実施率
（％）

小項目 5　委託前確認等

項目数 3

業種区分
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②規模別 

 「委託前確認等」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 96％であり、小規

模事業場が 93％、中規模①事業場が 96％、中規模②事業場が 98％、大規模事業場が 98％

であり、どの規模の事業場においても高い実施率であった。 

 実施できない理由は、全ての規模において「実施するための専任の担当者がいない。又

は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-31  5 委託前確認等【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-29 5 委託前確認等【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 96 93 96 98 98 91
R07計画 96 93 96 98 98 91
方法が不明 10 2 6 0 2 0
人員不足 35 11 9 7 7 1
その他 14 3 5 2 4 0
合計 59 16 20 9 13 1

全規模 不明

5　委託前確認等

3

実施率
（％）

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目

項目数

事業規模
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(6)委託後確認 

①業種別 

 「委託後確認」は、全業種での令和 6 年度実施状況が 87％であった。業種別では、製造

業が 92％と良好であり、その他業種は 85％でやや低い。いずれの業種も令和 5 年度実施状

況から 1～2％下降し、令和 6 年度計画はいずれの業種も達成できなかった。 

 実施できない理由としては、全ての業種において「実施するための専任の担当者がいな

い。又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-32  6 委託後確認【小項目、業種別】 

 

 

表 3.1.2-30 6 委託後確認【小項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 88 87 91 86

R03状況 87 86 90 84

R04状況 88 87 91 83

R05状況 88 87 92 84

R06計画 89 88 93 86

R06状況 87 86 92 85

R07計画 89 87 93 85

× × × ×

方法が不明 29 13 8 8

人員不足 205 142 32 31

その他 45 14 12 19

合計 279 169 52 58

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

実施率
（％）

小項目 6　委託後確認

項目数 4

業種区分
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②規模別 

 「委託後確認」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 87％であるのに対し、

小規模事業場が 78％、中規模①事業場が 85％、中規模②事業場が 92％、大規模事業場が

93％であり、事業場の規模が大きくなるにつれて取組み状況が良好になる傾向が見られた。 

 実施できない理由としては、全ての規模において「実施するための専任の担当者がいな

い。又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-33  6 委託後確認【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-31 6 委託後確認【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 87 78 85 92 93 90
R07計画 89 79 87 93 93 95
方法が不明 29 8 15 2 4 0
人員不足 205 70 85 21 29 0
その他 45 8 12 7 18 0
合計 279 86 112 30 51 0

全規模 不明

6　委託後確認

4

実施率
（％）

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目

項目数

事業規模
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(7)事業場内３Ｒについて（発生抑制） 

①業種別 

 「事業場内３Ｒ（発生抑制）」は、全業種での令和 6 年度実施状況が 85％であった。業

種別では、製造業が 88％で最も高く、その他業種が 77％でやや低い状況であった。製造業

は令和 5年度実施状況から 1％下降であり、令和 6年度計画は製造業が達成できなかった。 

 実施できない理由としては、全業種で「実施するための専任の担当者がいない。又は、

配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-34 7 事業場内 3Ｒについて（発生抑制）【小項目、業種別】 

 

 

表 3.1.2-32 7 事業場内 3Ｒについて（発生抑制）【小項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 85 85 88 75

R03状況 84 84 87 71

R04状況 84 84 89 72

R05状況 84 83 89 75

R06計画 85 85 90 75

R06状況 85 85 88 77

R07計画 86 86 89 77

〇 〇 × 〇

方法が不明 83 44 26 13

人員不足 205 123 53 29

その他 72 23 22 27

合計 360 190 101 69

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

実施率
（％）

小項目 7　事業場内３R（発生抑制）

項目数 5

業種区分
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②規模別 

 「事業場内３Ｒ（発生抑制）」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 85％

であり、小規模事業場では 78％、中規模①事業場が 81％、中規模②事業場が 89％、大規

模事業場が 91％であり、事業場の規模が大きくなるにつれて取組み状況が良好になる傾向

が見られた。 

 実施できない理由としては、全ての規模において「実施するための専任の担当者がいな

い。又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-35 7 事業場内 3Ｒについて（発生抑制）【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-33 7 事業場内 3Ｒについて（発生抑制）【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 85 78 81 89 91 71
R07計画 86 78 83 90 91 79
方法が不明 83 16 36 11 19 1
人員不足 205 46 71 43 44 1
その他 72 15 17 7 33 0
合計 360 77 124 61 96 2

事業規模 全規模 不明

実施率
（％）

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目 7　事業場内３R（発生抑制）

項目数 5
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(8)事業場内３Ｒについて（循環的利用） 

①業種別 

 「事業場内３Ｒ（循環的利用）」は、全業種での令和 6 年度実施状況が 87％であった。

業種別では、製造業が 88％で最も高く、建設業は 87％、次いでその他業種が 85％でやや

低い状況であった。令和 6 年度計画は製造業が達成できなかった。 

 実施できない理由としては、全業種で「実施するための専任の担当者がいない。又は、

配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-36 8 事業場内 3Ｒについて（循環的利用）【小項目、業種別】 

 

 

表 3.1.2-34 8 事業場内 3Ｒについて（循環的利用）【小項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 87 87 87 83

R03状況 86 86 87 81

R04状況 86 86 88 82

R05状況 86 86 88 82

R06計画 88 87 90 83

R06状況 87 87 88 85

R07計画 88 88 89 84

× 〇 × 〇

方法が不明 86 44 28 14

人員不足 245 155 65 25

その他 51 12 20 19

合計 382 211 113 58

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

実施率
（％）

小項目 8　事業場内３R（循環的利用）

項目数 6

業種区分
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②規模別 

 「事業場内３Ｒ（循環的利用）」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 87％

であり、小規模事業場では 82％、中規模①事業場が 83％、中規模②事業場が 91％、大規

模事業場が 91％であった。 

 実施できない理由としては、全ての規模において「実施するための専任の担当者がいな

い。又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-37 8 事業場内 3Ｒについて（循環的利用）【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-35 8 事業場内 3Ｒについて（循環的利用）【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 87 82 83 91 91 86
R07計画 88 82 85 91 92 94
方法が不明 86 14 35 15 22 0
人員不足 245 62 81 42 60 0
その他 51 8 12 3 28 0
合計 382 84 128 60 110 0

全規模 不明

8　事業場内３R（循環的利用）

6

実施率
（％）

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目

項目数

事業規模
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(9)製品３Ｒについて（発生抑制） 

①業種別 

 「製品３Ｒ（発生抑制）」は、全業種での令和 6 年度実施状況が 93％であった。業種別

では、建設業が 95％で最も高く、製造業は 92％、その他業種が 85％であった。建設業と

その他業種は令和 5 年度実施状況と比較し大きく向上したが、製造業は 1％の下降で、製

造は令和 6 年度計画を達成できなかった。 

 実施できない理由としては、建設業は「実施するための専任の担当者がいない。又は、

配置できない」が最も多く、製造業は「実施するための専任の担当者がいない。又は、配

置できない」及び「その他の理由」が同率で最も多く、その他の業種は「その他の理由」

が最も多かった。 
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図 3.1.2-38 9 製品 3Ｒについて（発生抑制）【小項目、業種別】 

 

 

表 3.1.2-36 9 製品 3Ｒについて（発生抑制）【小項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 91 91 92 84

R03状況 89 89 91 76

R04状況 91 90 94 83

R05状況 91 89 93 75

R06計画 92 91 94 76

R06状況 93 95 92 85

R07計画 94 96 92 85

〇 〇 × 〇

方法が不明 24 8 12 4

人員不足 28 12 16 0

その他 23 2 16 5

合計 75 22 44 9

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目 9　製品３R（発生抑制）

項目数 4

業種区分
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②規模別 

 「製品３Ｒ（発生抑制）」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 93％であ

り、小規模事業場では 89％、中規模①事業場が 90％、中規模②事業場が 92％、大規模事

業場が 98％となっている。 

 実施できない理由としては、小規模事業場は「実施するための専任の担当者がいない。

又は、配置できない」が最も多く、中規模①事業場は「実施するための具体的な方法がわ

からない」及び「その他の理由」が同率で最も多く、中規模②事業場は「実施するための

具体的な方法がわからない」が最も多く、大規模事業場は「その他の理由」が最も多かっ

た。 
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図 3.1.2-39 9 製品 3Ｒについて（発生抑制）【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-37 9 製品 3Ｒについて（発生抑制）【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 93 89 90 92 98 89
R07計画 94 91 91 92 98 100
方法が不明 24 7 8 8 1 0
人員不足 28 11 7 4 6 0
その他 23 1 8 7 7 0
合計 75 19 23 19 14 0

実施率
（％）

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

項目数 4

事業規模 全規模 不明

小項目 9　製品３R（発生抑制）
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(10)製品３Ｒについて（循環的利用） 

①業種別 

 「製品３Ｒ（循環的利用）」は、全業種での令和 6 年度実施状況が 86％であった。業種

別では、その他業種が 79％であり、令和 5 年度実施状況と比較し大きく向上した。製造業

は令和 5 年度実施状況と比較し 1％下降し、令和 6 年度計画を達成でなかった。 

 「製品３Ｒ（循環的利用）」が実施できない理由としては、建設業は「実施するための専

任の担当者がいない。又は、配置できない」が最も多く、製造業は「その他の理由」が最

も多く、その他の業種は「実施するための具体的な方法がわからない」及び「その他の理

由」が同率で最も多かった。 
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図 3.1.2-40 10 製品 3Ｒについて（循環的利用）【小項目、業種別】 

 

 

表 3.1.2-38 10 製品 3Ｒについて（循環的利用）【小項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 82 80 83 81

R03状況 81 81 82 73

R04状況 84 84 84 83

R05状況 83 83 84 69

R06計画 84 85 85 72

R06状況 86 89 83 79

R07計画 86 91 83 79

〇 〇 × 〇

方法が不明 15 0 13 2

人員不足 34 21 13 0

その他 23 0 21 2

合計 72 21 47 4

小項目 10　製品３R（循環的利用）

項目数 2

業種区分

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

実施率
（％）
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②規模別 

 「製品３Ｒ（循環的利用）」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 86％で

あり、小規模事業場では 90％、中規模①事業場では 80％、中規模②事業場では 85％、大

規模事業場が 86％となっている。 

 実施できない理由としては、小規模事業場、中規模①事業場及び中規模②事業場では「実

施するための専任の担当者がいない。又は、配置できない」が最も多く、大規模事業場で

は「その他の理由」が最も多かった。 
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図 3.1.2-41 10 製品 3Ｒについて（循環的利用）【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-39 10 製品 3Ｒについて（循環的利用）【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 86 90 80 85 86 100
R07計画 86 88 83 85 87 100
方法が不明 15 1 2 3 9 0
人員不足 34 5 15 9 5 0
その他 23 2 4 3 14 0
合計 72 8 21 15 28 0

実施率
（％）

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目

項目数

事業規模 全規模 不明

10　製品３R（循環的利用）

2
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(11)グリーン調達 

①業種別 

 「グリーン調達」は、全業種での令和 6 年度実施状況が 96％であった。業種間の取組状

況は 95～97％と良好であり、全業種において令和 5 年度実施状況から 1％向上で令和 6 年

度計画は全業種で達成できた。 

 実施できない理由としては、建設業は「実施するための専任の担当者がいない。又は、

配置できない」及び「実施するための具体的な方法がわからない」及び「その他の理由」

が同率で最も多く、製造業及びその他業種では「その他の理由」が最も多かった。 
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図 3.1.2-42 11 グリーン調達【小項目、業種別】 

 

 

表 3.1.2-40 11 グリーン調達【小項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 95 95 94 96

R03状況 95 96 94 96

R04状況 96 96 95 96

R05状況 95 96 94 94

R06計画 96 97 95 94

R06状況 96 97 95 95

R07計画 96 97 95 96

〇 〇 〇 〇

方法が不明 7 3 3 1

人員不足 10 3 2 5

その他 14 3 5 6

合計 31 9 10 12

小項目 11　グリーン調達

項目数 2

業種区分

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  



- 134 - 

 

②規模別 

 「グリーン調達」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 96％であるのに対

し、小規模事業場が 91％、中規模①事業場が 96％、中規模②事業場が 98％、大規模事業

場が 98％であり、全体的に実施率が高くなっている。 

 実施できない理由としては、小規模事業場及び大規模事業場では「その他の理由」が最

も多く、中規模①事業場では「実施するための具体的な方法がわからない」が最も多く、

中規模②事業場は「実施するための専任の担当者がいない。又は、配置できない」が最も

多かった。 
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図 3.1.2-43 11 グリーン調達【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-41 11 グリーン調達【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 96 91 96 98 98 94
R07計画 96 92 97 99 98 94
方法が不明 7 3 4 0 0 0
人員不足 10 1 0 6 3 0
その他 14 6 1 2 5 0
合計 31 10 5 8 8 0

小項目 11　グリーン調達

実施率
（％）

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

項目数 2

事業規模 全規模 不明
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(12)コミュニケーション 

①業種別 

 「コミュニケーション」は、全業種での令和 6 年度実施状況が 90％であった。業種別で

は、その他業種が 91％で最も高く、建設業は 90％、製造業は 89％であった。令和 6 年度

計画は建設業及びその他業種が達成できた。 

 実施できない理由としては、建設業及びその他の業種は「実施するための専任の担当者

がいない。又は、配置できない」が最も多く、製造業は「その他の理由」が最も多かった。 
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図 3.1.2-44 12 コミュニケーション【小項目、業種別】 

 

 

表 3.1.2-42 12 コミュニケーション【小項目、業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

R02状況 89 89 89 88

R03状況 88 89 88 85

R04状況 89 90 90 87

R05状況 89 88 89 89

R06計画 90 90 90 88

R06状況 90 90 89 91

R07計画 90 91 89 90

〇 〇 × 〇

方法が不明 27 12 12 3

人員不足 65 42 15 8

その他 27 4 16 7

合計 119 58 43 18

小項目 12　コミュニケーション

項目数 3

業種区分

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

実施率
（％）
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②規模別 

 「コミュニケーション」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 90％である

のに対し、小規模事業場では 78％、中規模①事業場が 89％、中規模②事業場が 94％、大

規模事業場が 94％であり、事業場の規模が大きくなるにつれて取組み状況が良好になる傾

向が見られた。 

 実施できない理由としては、全ての規模において「実施するための専任の担当者がいな

い。又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-45 12 コミュニケーション【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-43 12 コミュニケーション【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 90 78 89 94 94 77
R07計画 90 81 90 93 94 85
方法が不明 27 7 8 5 7 0
人員不足 65 17 23 11 14 0
その他 27 9 3 4 11 0
合計 119 33 34 20 32 0

実施率
（％）

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目

項目数

事業規模 全規模 不明

12　コミュニケーション

3
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(13)建設混合廃棄物の発生抑制及び再生利用 

①建設業全体 

 「建設混合廃棄物の発生抑制及び再生利用」は、建設業を対象として集計を実施した。

令和 6 年度実施状況は 96％で、令和 5 年度実施状況から横ばいであり、令和 6 年度計画を

達成できた。 

 実施できない理由としては、「実施するための具体的な方法がわからない」が最も多かっ

た。 
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図 3.1.2-46 13 建設混合廃棄物の発生抑制及び再生利用【小項目、建設業全体】 

 

 

表 3.1.2-44 13 建設混合廃棄物の発生抑制及び再生利用【小項目、建設業全体】 

R02状況

R03状況

R04状況

R05状況

R06計画

R06状況

R07計画

方法が不明

人員不足

その他

合計

小項目 13　建設混合廃棄物の発生抑制
及び再生利用

項目数 2

業種区分 建設業

実施率
（％）

96

96

95

96

96

95

96

21

R06計画達成状況 〇

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

11

8

2

 



- 138 - 

 

②規模別 

 「建設混合廃棄物の発生抑制及び再生利用」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実

施状況が 96％であり、小規模事業場では 95％、中規模①事業場が 96％、中規模②事業場

が 94％、大規模事業場が 99％であった。 

 実施できない理由としては、小規模事業場では「実施するための具体的な方法がわから

ない」、「実施するための専任の担当者がいない。又は、配置できない」及び「その他の理

由」が同率で最も多く、中規模①事業場では「実施するための専任の担当者がいない。又

は、配置できない」が最も多く、中規模②事業場及び大規模事業場では「実施するための

具体的な方法がわからない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-47 13 建設混合廃棄物の発生抑制及び再生利用【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-45 13 建設混合廃棄物の発生抑制及び再生利用【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 96 95 96 94 99 -
R07計画 95 92 96 94 99 -

方法が不明 11 2 2 5 2 0
人員不足 8 2 4 2 0 0
その他 2 2 0 0 0 0
合計 21 6 6 7 2 0

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目 13　建設混合廃棄物の発生抑制
および再生利用

項目数 2

事業規模 全規模 不明

実施率
（％）
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(14)建設汚泥の発生抑制 

①建設業全体 

 「建設汚泥の発生抑制」の令和 6 年度実施状況は 94％であった。令和 5 年度実施状況か

ら 1％の向上であり、令和 6 年度計画を達成できた。 

 実施できない理由としては、「その他の理由」が最も多く、次いで「実施するための専任

の担当者がいない。又は、配置できない」となっている。 

 

 

 

94
92 92

93 93
94

93

70

75

80

85

90

95

100

建設業

実
施

率
(％

)

R02状況 R03状況 R04状況 R05状況 R06計画 R06状況 R07計画

 

図 3.1.2-48 14 建設汚泥の発生抑制【小項目、建設業全体】 

 

 

表 3.1.2-46 14 建設汚泥の発生抑制【小項目、建設業全体】 

R02状況

R03状況

R04状況

R05状況

R06計画

R06状況

R07計画

方法が不明

人員不足

その他

合計

小項目 14　建設汚泥の発生抑制

項目数 2

業種区分 建設業

実施率
（％）

94

92

92

93

93

93

94

R06計画達成状況 〇

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

8

14

15

37  
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②規模別 

 「建設汚泥の発生抑制」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 94％である

のに対し、小規模事業場が 92％、中規模①事業場が 96％、中規模②事業場が 91％、大規

模事業場が 96％であった。 

 実施できない理由としては、小規模事業場では「実施するための具体的な方法がわから

ない」が最も多く、中規模①事業場及び大規模事業場では「実施するための専任の担当者

がいない。又は、配置できない」及び「その他の理由」が同率で最も多く、中規模②事業

場では「その他の理由」が最も多かった。 
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図 3.1.2-49 14 建設汚泥の発生抑制【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-47 14 建設汚泥の発生抑制【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 94 92 96 91 96 -
R07計画 93 88 97 91 96 -

方法が不明 8 4 1 3 0 0
人員不足 14 3 3 5 3 0
その他 15 3 3 6 3 0
合計 37 10 7 14 6 0

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目 14　建設汚泥の発生抑制（建設業）

項目数 2

事業規模 全規模 不明

実施率
（％）
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(15)建設汚泥の再生利用 

①建設業全体 

 「建設汚泥の再生利用」の令和 6 年度実施状況は 87％であった。令和 5 年度実施状況か

ら 1％の向上であり、令和 6 年度計画を達成できた。 

 実施できない理由としては、「実施するための専任の担当者がいない。又は、配置できな

い」が最も多くなっている。 

 

 

85 85
84

86
87 87

86

70

75

80

85

90

95

100

建設業

実
施

率
(％

)

R02状況 R03状況 R04状況 R05状況 R06計画 R06状況 R07計画

 

図 3.1.2-50 15 建設汚泥の再生利用【小項目、建設業全体】 

 

 

表 3.1.2-48 15 建設汚泥の再生利用【小項目、建設業全体】 

R02状況

R03状況

R04状況

R05状況

R06計画

R06状況

R07計画

方法が不明

人員不足

その他

合計

小項目 15　建設汚泥の再生利用

項目数 2

業種区分 建設業

実施率
（％）

85

85

84

86

87

86

87

R06計画達成状況 〇

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

17

21

18

56  
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②規模別 

 「建設汚泥の再生利用」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 87％である

のに対し、小規模事業場が 76％、中規模①事業場が 87％、中規模②事業場が 90％、大規

模事業場が 96％であった。 

 実施できない理由としては、小規模事業場及び中規模②事業場では「実施するための具

体的な方法がわからない」が最も多く、中規模①事業場では「実施するための専任の担当

者がいない。又は、配置できない」が最も多く、大規模事業場では「その他の理由」が最

も多かった。 
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図 3.1.2-51 15 建設汚泥の再生利用【小項目、規模別】 

 

 

表 3.1.2-49 15 建設汚泥の再生利用【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 87 76 87 90 96 -
R07計画 86 72 87 90 96 -

方法が不明 17 7 4 6 0 0
人員不足 21 6 12 3 0 0
その他 18 5 4 4 5 0
合計 56 18 20 13 5 0

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目 15　建設汚泥の再生利用（建設業）

項目数 2

事業規模 全規模 不明

実施率
（％）
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(16)建設汚泥の適正処理 

①建設業全体 

 「建設汚泥の適正処理」の令和 6 年度実施状況は 89％であった。令和 5 年度実施状況か

ら 1％の向上であり、令和 6 年度計画を達成できた。 

 実施できない理由としては、「その他の理由」が最も多くなっている。 
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図 3.1.2-52 16 建設汚泥の適正処理【小項目、建設業全体】 

 

 

表 3.1.2-50 16 建設汚泥の適正処理【小項目、建設業全体】 

R02状況

R03状況

R04状況

R05状況

R06計画

R06状況

R07計画

方法が不明

人員不足

その他

合計

小項目 16　建設汚泥の適正処理

項目数 2

業種区分 建設業

実施率
（％）

88

87

87

88

89

88

89

R06計画達成状況 〇

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

10

15

20

45  
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②規模別 

 「建設汚泥の適正処理」の規模別集計は、全規模での令和 6 年度実施状況が 89％である

のに対し、小規模事業場では 85％、中規模①事業場が 88％、中規模②事業場が 94％、大

規模事業場が 90％であった。 

 実施できない理由としては、小規模事業場、中規模①事業場及び中規模②事業場では「実

施するための専任の担当者がいない。又は、配置できない」が最も多く、大規模事業場で

は「その他の理由」が最も多くなっている。 
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図 3.1.2-53 16 建設汚泥の適正処理【小項目、規模別】 

 

 

 

表 3.1.2-51 16 建設汚泥の適正処理【小項目、規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

R06状況 89 85 88 94 90 -
R07計画 88 82 88 94 90 -

方法が不明 10 4 3 3 0 0
人員不足 15 6 5 4 0 0
その他 20 3 3 0 14 0
合計 45 13 11 7 14 0

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

小項目 16　建設汚泥の適正処理（建設業）

項目数 2

事業規模 全規模 不明

実施率
（％）
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3.1.2.4 細目別集計 

(1)文書規定の整備 

 「文書規定の整備」の令和 6 年度実施状況は 92～93％であり、令和 5 年度実施状況から

横ばい～1％向上であるが、令和 6 年度計画は「1-1 諸規定の整備」及び「1-3 処理方法」

が達成できなかった。 

 実施できない理由としては、いずれの細目も「実施するための専任の担当者がいない。

又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-54 1 文書規定の整備【細目】 

 

 

表 3.1.2-52 1 文書規定の整備【細目】 

1-1　諸規定の整備 1-2　一廃・産廃一覧 1-3　処理方法

R02状況 92 92 90

R03状況 92 90 90

R04状況 93 92 91

R05状況 93 92 91

R06計画 94 93 93

R06状況 93 93 92

R07計画 94 94 93

× 〇 ×

方法が不明 2 5 2

人員不足 24 18 19

その他 5 7 9

合計 31 30 30

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）

細目

実施率
（％）
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(2)組織の状況 

 「組織の状況」における令和 6 年度実施状況は、「2-6 社外との共同研究」が 56％で特に

低く、「2-4 研究成果の評価」も 80％でやや低いが、他の細目は 83～89％で概ね良好であ

る。「2-3 協力体制」は令和 5 年度実施状況から 1％向上、「2-6 社外との共同研究」は 3％

向上し、令和 6 年度計画は達成した。 

 実施できない理由としては、いずれの細目も「実施するための専任の担当者がいない。

又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-55 2 組織の状況【細目】 

 

 

表 3.1.2-53 2 組織の状況【細目】 

2-1　組織の状況
2-2　検討審議機関

の設置
2-3　協力体制

2-4　研究成果の
評価

2-5　講習会参加
2-6　社外との

共同研究

R02状況 89 86 89 80 86 54

R03状況 88 83 88 77 85 53

R04状況 87 85 87 78 84 53

R05状況 87 84 88 78 82 53

R06計画 90 85 89 82 85 56

R06状況 88 84 89 80 83 56

R07計画 90 86 90 82 85 58

× × 〇 × × 〇

方法が不明 5 11 7 18 21 81

人員不足 40 51 41 75 60 143

その他 7 12 8 11 13 29

合計 52 74 56 104 94 253

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(3)取組の状況 

 「取組の状況」における令和 6 年度実施状況は、「3-6 自己処理向上」が 73％で特に低く、

令和 5 年度実施状況と比較し「3-2 情報共有化」は 2％の向上、「3-3 定期的見直し」、「3-4

状況把握・設備改善」及び「3-6 自己処理向上」は 1％の向上だが、その他の項目は横ばい

であった。令和 6 年度計画は「3-2 情報共有化」のみ目標を達成できた。 

 実施できない理由としては、いずれの細目も「実施するための専任の担当者がいない。

又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-56 3 取組の状況【細目】 

 

表 3.1.2-54 3 取組の状況【細目】 

3-1　目標設定・評価 3-2　情報共有化 3-3　定期的見直し
3-4　状況把握・

設備改善
3-5　情報収集 3-6　自己処理向上

R02状況 88 93 91 92 93 72

R03状況 86 91 89 90 92 71

R04状況 87 92 90 91 93 71

R05状況 87 93 90 91 93 72

R06計画 89 94 92 93 95 75

R06状況 87 95 91 92 93 73

R07計画 88 95 92 93 95 75

× 〇 × × × ×

方法が不明 14 7 7 11 4 30

人員不足 36 16 22 18 18 60

その他 16 2 5 6 3 57

合計 66 25 34 35 25 147

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(4)業者選定 

 「業者選定」における令和 6 年度実施状況は、「4-1 種類・性状による選定」が 100％、

「4-2 情報収集」が 98％で非常に良好であるが、「4-4 業界情報の収集」が 79％と若干遅れ

ている。令和 6 年度計画は「4-1 種類・性状による選定」のみ達成できた。 

 実施できない理由としては、「4-1 種類・性状による選定」、「4-2 情報収集」及び「4-4

業界情報の収集」では「実施するための専任の担当者がいない。又は、配置できない」が

最も多く、「4-3 評価基準の活用」では「実施するための具体的な方法がわからない」が最

も多かった。 
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図 3.1.2-57 4 業者選定【細目】 

 

 

表 3.1.2-55 4 業者選定【細目】 

4-1　種類・性状
による選定

4-2　情報収集
4-3　評価基準

の活用
4-4 業界情報の

収集

R02状況 99 97 91 81

R03状況 99 96 90 79

R04状況 99 97 91 81

R05状況 100 98 91 79

R06計画 100 99 93 80

R06状況 100 98 92 79

R07計画 100 98 92 80

〇 × × ×

方法が不明 0 1 19 46

人員不足 2 4 16 48

その他 0 0 9 28

合計 2 5 44 122

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(5)委託前確認等 

 「委託前確認等」における令和 6 年度実施状況は、「5-1 適正料金」が 99％、「5-2 現地

確認」は 96％と非常に良好であった。令和 6 年度計画目標は「5-1 適正料金」のみ達成で

きた。 

 実施できない理由は、いずれの細目も「実施するための専任の担当者がいない。又は、配置で

きない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-58 5 委託前確認等【細目】 

 

 

表 3.1.2-56 5 委託前確認等【細目】 

5-1　適正料金 5-2　現地確認 5-3　減量・減容化

R02状況 99 96 95

R03状況 99 96 94

R04状況 99 96 94

R05状況 99 96 94

R06計画 99 97 95

R06状況 99 96 94

R07計画 99 96 94

〇 × ×

方法が不明 0 1 9

人員不足 2 16 17

その他 0 2 12

合計 2 19 38

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(6)委託後確認 

 「委託後確認」おける令和 6 年度実施状況は、「6-4 最終処分の状況確認」が 72％と若干

取組みが遅れている状況であり、その他の細目の取組状況も横ばいで、「6-3 廃棄物情報提

供」は令和 6 年度計画を達成した。 

 実施できない理由は、いずれの細目も「実施するための専任の担当者がいない。又は、

配置できない」が最も多かった。 

 

 

 

92
90

95

74

90
89

96

72

92
91

96

72

91
90

96

74

93
92

96

76

91
90

96

72

92
91

96

74

70

75

80

85

90

95

100

6-1 現地確認 6-2 適正処理の

指示

6-3 廃棄物情報

提供

6-4 最終処分の

状況確認

実
施

率
(
％

)

R02状況 R03状況 R04状況 R05状況 R06計画 R06状況 R07計画

 

図 3.1.2-59 6 委託後確認【細目】 

 

 

表 3.1.2-57 6 委託後確認【細目】 

6-1　現地確認
6-2　適正処理の

指示
6-3　廃棄物情報

提供
6-4　最終処分の

状況確認

R02状況 92 90 95 74

R03状況 90 89 96 72

R04状況 92 91 96 72

R05状況 91 90 96 74

R06計画 93 92 96 76

R06状況 91 90 96 72

R07計画 92 91 96 74

× × 〇 ×

方法が不明 5 9 1 14

人員不足 38 41 23 103

その他 7 6 1 31

合計 50 56 25 148

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(7)事業場内３Ｒ（発生抑制） 

 「事業場内３Ｒ（発生抑制）」における令和 6 年度実施状況は、「7-2 発生状況把握」が

94％と良好である。「7-5 他企業との協力体制」が 68％と低く、令和 5 年度実施状況と比較

し 1％の向上であった。他の細目は 81～93％であった。 

令和 6 年度計画は「7-1 発生抑制の考慮」のみ達成できた。 

 実施できない理由としては、いずれの細目も「実施するための専任の担当者がいない。

又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-60 7 事業場内３Ｒ（発生抑制）【細目】 

 

 

表 3.1.2-58 7 事業場内３Ｒ（発生抑制）【細目】 

7-1　発生抑制の
考慮

7-2　発生状況の
把握

7-3　調査研究
7-4　関連会社との

協力体制
7-5　他企業との

協力体制

R02状況 92 94 83 86 68

R03状況 92 93 81 85 65

R04状況 91 94 82 87 67

R05状況 91 94 80 87 67

R06計画 92 95 82 88 69

R06状況 93 94 81 86 68

R07計画 93 95 83 87 70

〇 × × × ×

方法が不明 6 5 18 7 47

人員不足 13 11 61 34 86

その他 12 9 16 11 24

合計 31 25 95 52 157

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(8)事業場内３Ｒ（循環的利用） 

 「事業場内３Ｒ（循環的利用）」における令和 6 年度実施状況は、「8-1 分別保管場所の

確保」が 98％、「8-2 定期的把握」が 95％と良好であるが、「8-5 他企業との協力体制」は

令和 5 年度実施状況と比較し 2％の向上であるが、73％と低い状況であった。その他の項

目は 78～90％であり、令和 6 年度計画を「8-5 他企業との協力体制」及び「8-6 原材料・

資材等の購入」は達成できなかった。 

 実施できない理由としては、いずれの細目も「実施するための専任の担当者がいない。

又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-61 8 事業場内３Ｒ（循環的利用）【細目】 

 

 

表 3.1.2-59 8 事業場内３Ｒ（循環的利用）【細目】 

8-1　分別保管場所
の確保

8-2　定期的把握 8-3　調査研究
8-4　関連会社との

協力
8-5　他企業との

協力体制
8-6　原材料・資材

等の購入

R02状況 98 94 79 84 71 89

R03状況 97 94 78 83 70 88

R04状況 98 94 77 85 71 89

R05状況 98 95 76 84 71 89

R06計画 98 95 78 85 74 91

R06状況 98 95 78 85 73 90

R07計画 98 95 79 86 75 91

〇 〇 〇 〇 × ×

方法が不明 1 2 28 7 36 12

人員不足 5 7 85 44 86 18

その他 1 3 13 10 16 8

合計 7 12 126 61 138 38

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(9)製品３Ｒ（発生抑制） 

 「製品３Ｒ（発生抑制）」における令和 6 年度実施状況は、「9-4 過剰包装梱包の回避」

が 96％と良好であり、他の項目は 89～94％であった。令和 6 年度計画はいずれの細目も達

成できた。 

 実施できない理由としては、「9-1 実施体制」は「実施するための専任の担当者がいない。

又は、配置できない」が最も多く、「9-2 省資源化・長寿命化評価設計」は「その他の理由」

が最も多く、「9-3 発生抑制協力」は「実施するための具体的な方法がわからない」及び「実

施するための専任の担当者がいない。又は、配置できない」が同率で最も多く、「9-4 過剰

包装梱包の回避」は「実施するための専任の担当者がいない。又は、配置できない」及び

「その他の理由」が同率で最も多かった。 
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図 3.1.2-62 9 製品３Ｒ（発生抑制）【細目】 

 

 

表 3.1.2-60 9 製品３Ｒ（発生抑制）【細目】 

9-1　実施体制
9-2　省資源化・

長寿命化評価設計
9-3　発生抑制協力

9-4　過剰包装梱包
の回避

R02状況 90 90 89 94

R03状況 90 89 87 92

R04状況 91 91 89 95

R05状況 92 90 87 94

R06計画 93 92 89 94

R06状況 94 93 89 96

R07計画 94 94 90 96

〇 〇 〇 〇

方法が不明 4 5 14 1

人員不足 6 5 14 3

その他 5 7 8 3

合計 15 17 36 7

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(10)製品３Ｒ（循環的利用） 

 「製品３Ｒ（循環的利用）」における令和 6 年度実施状況は、「10-1 自社製品の回収等」

は 87％、「10-2 構造設計・材質の工夫」は 85％であり、令和 5 年度実施状況からいずれの

細目で 3％向上し、令和 6 年度計画は達成できた。 

 実施できない理由としては、いずれの細目も「実施するための専任の担当者がいない。

又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-63 10 製品３Ｒ（循環的利用）【細目】 

 

 

表 3.1.2-61 10 製品３Ｒ（循環的利用）【細目】 

10-1　自社製品の回収等 10-2　構造設計・材質の工夫

R02状況 82 82

R03状況 80 81

R04状況 84 84

R05状況 84 82

R06計画 84 84

R06状況 87 85

R07計画 86 86

〇 〇

方法が不明 5 10

人員不足 13 21

その他 12 11

合計 30 42

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(11)グリーン調達 

 「グリーン調達」における令和 6 年度実施状況は、「11-2 グリーン調達（事務用品等）」

が 97％、「11-1 グリーン調達（原材料・資材等）」が 95％と良好である。「11-1 グリーン調

達（原材料・資材等）」は令和 5 年度実施状況から 1％向上、「11-2 グリーン調達（事務用

品等）」は横ばいであるが、令和 6 年度計画はいずれの細目も達成できた。 

 実施できない理由としては、「11-1 グリーン調達（原材料・資材等）」は「その他の理由」

が最も多く、「11-2 グリーン調達（事務用品等）」は「実施するための専任の担当者がいな

い。又は、配置できない」及び「その他の理由」が同率で最も多かった。 
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図 3.1.2-64 11 グリーン調達【細目】 

 

 

表 3.1.2-62 11 グリーン調達【細目】 

11-1　グリーン調達
（原材料・資材等）

11-2　グリーン調達（事務用品等）

R02状況 94 96

R03状況 94 97

R04状況 94 97

R05状況 94 97

R06計画 95 97

R06状況 95 97

R07計画 95 97

〇 〇

方法が不明 5 2

人員不足 7 3

その他 11 3

合計 23 8

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(12)コミュニケーション 

 「コミュニケーション」における令和 6 年度実施状況は、「12-2 顧客への情報提供」が

93％で最も高く、他の項目は 87～91％であった。令和 6 年度計画はいずれの細目も達成で

きた。 

 実施できない理由としては、「12-1 分類・回収の表示」は「実施するための具体的な方

法がわからない」が最も多く、「12-2 顧客への情報提供」は「その他の理由」が最も多く、

「12-3 問い合わせ対応」は「実施するための専任の担当者がいない。又は、配置できない」

が最も多かった。 
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図 3.1.2-65 12 コミュニケーション【細目】 

 

 

表 3.1.2-63 12 コミュニケーション【細目】 

12-1　分類・回収の
表示

12-2　顧客への
情報提供

12-3　問い合わせ
対応

R02状況 90 92 86

R03状況 90 90 86

R04状況 90 93 87

R05状況 90 93 86

R06計画 90 93 87

R06状況 91 93 87

R07計画 91 94 88

〇 〇 〇

方法が不明 11 6 10

人員不足 10 8 47

その他 10 10 7

合計 31 24 64

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(13)建設混合廃棄物の発生抑制及び再生利用 

 「建設混合廃棄物の発生抑制及び再生利用」における令和 6 年度実施状況は、「13-2 工

事現場における分別」が 100％と良好であり、「13-1 設計(分別解体・再資源化を考慮した

構造および資材の採用)」は 91％であった。 

令和 6 年度計画はいずれの細目も達成できた。 

 実施できない理由としては、「13-1 設計(分別解体・再資源化を考慮した構造及び資材の

採用)」では「実施するための具体的な方法がわからない」が最も多く、「13-2 工事現場に

おける分別」では回答が無かった。 
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図 3.1.2-66 13 建設混合廃棄物の発生抑制及び再生利用【細目】 

 

 

表 3.1.2-64 13 建設混合廃棄物の発生抑制及び再生利用【細目】 

13-1　設計（分別解体・再資源化を
考慮した構造及び資材の採用）

13-2　工事現場における分別

R02状況 91 99

R03状況 92 99

R04状況 90 99

R05状況 90 100

R06計画 90 100

R06状況 91 100

R07計画 90 100

〇 〇

方法が不明 11 0

人員不足 8 0

その他 2 0

合計 21 0

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(14)建設汚泥の発生抑制 

 「建設汚泥の発生抑制」における令和 6 年度実施状況は、「14-2 掘削土量の削減」が 96％

と良好であり、「14-1 安定液等を使用しない工法の採用」は 91％であった。令和 6 年度計

画はいずれの細目も達成できた。 

 実施できない理由としては、「14-1 安定液等を使用しない工法の採用」では「実施する

ための専任の担当者がいない。又は、配置できない」が最も多く、「14-2 掘削土量の削減」

では「その他の理由」が最も多かった。 
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図 3.1.2-67 14 建設汚泥の発生抑制【細目】 

 

 

表 3.1.2-65 14 建設汚泥の発生抑制【細目】 

14-1　安定液等を使用しない工法の採用 14-2　掘削土量の削減

R02状況 91 96

R03状況 89 95

R04状況 90 96

R05状況 90 96

R06計画 89 96

R06状況 91 96

R07計画 91 95

〇 〇

方法が不明 6 2

人員不足 11 3

その他 10 5

合計 27 10

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(15)建設汚泥の再生利用 

 「建設汚泥の再生利用」における令和 6 年度実施状況は、「15-1 再生利用」が 92％であ

り、「15-2 リサイクル推進のための技術開発または技術を有する企業との連携」は 81％と

やや低い状況であった。 

令和 6 年度計画は「15-1 再生利用」のみ達成できた。 

 実施できない理由としては、「15-1 再生利用」は「その他の理由」が最も多く、「15-2

リサイクル推進のための技術開発または技術を有する企業との連携」は「実施するための

専任の担当者がいない。又は、配置できない」が最も多かった。 
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図 3.1.2-68 15 建設汚泥の再生利用【細目】 

 

 

表 3.1.2-66 15 建設汚泥の再生利用【細目】 

15-1　再生利用
15-2　リサイクル推進のための技術開発

又は技術を有する企業との連携

R02状況 89 81

R03状況 89 80

R04状況 89 81

R05状況 91 81

R06計画 91 82

R06状況 92 81

R07計画 91 80

〇 ×

方法が不明 5 12

人員不足 1 20

その他 8 10

合計 14 42

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(16)建設汚泥の適正処理 

 「建設汚泥の適正処理」における令和 6 年度実施状況は、「16-2 海洋投入処分の回避」

が 97％と良好であり、「16-1 脱水処理の実施」は 80％とやや低かった。 

令和 6 年度計画はいずれの細目も達成できた。 

 実施できない理由としては、「16-1 脱水処理の実施」は「その他の理由」が最も多く、「16-2

海洋投入処分の回避」は「実施するための具体的な方法がわからない」及び「実施するた

めの専任の担当者がいない。又は、配置できない」が同率で最も多かった。 
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図 3.1.2-69 16 建設汚泥の適正処理【細目】 

 

 

表 3.1.2-67 16 建設汚泥の適正処理【細目】 

16-1　脱水処理の実施 16-2　海洋投入処分の回避

R02状況 80 95

R03状況 78 94

R04状況 78 95

R05状況 80 96

R06計画 80 96

R06状況 80 97

R07計画 80 96

〇 〇

方法が不明 7 3

人員不足 12 3

その他 20 0

合計 39 6

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  
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(17)建設リサイクルに関する研修 

 「建設リサイクルに関する研修」における「17-1 研修会等への参加」の令和 6 年度実施

状況は、83％であった。令和 5 年度実施状況から横ばいで、令和 6 年度計画は達成できな

かった。 

 実施できない理由としては、「実施するための専任の担当者がいない。又は、配置できな

い」が最も多かった。 
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図 3.1.2-70 17 建設リサイクルに関する研修【細目】 

 

 

表 3.1.2-68 17 建設リサイクルに関する研修【細目】 

17-1　研修会等への参加

R02状況 84

R03状況 83

R04状況 83

R05状況 83

R06計画 85

R06状況 83

R07計画 84

×

方法が不明 9

人員不足 35

その他 3

合計 47

細目

実施率
（％）

R06計画達成状況

実施でき
ない理由
（複数回答）

（件）  



- 162 - 

 

3.1.3 廃棄物管理についての自己評価 

3.1.3.1 業種別 

 廃棄物の管理体制や取組状況に関する自己評価は、無回答を除いた件数を評価件数の総

数として集計した。 

 「廃棄物管理体制の整備に関する自己評価」は、全業種の平均点が 83 点であり、80 点

が最も多い状況であった。各業種の平均点は 81～84 点であり、業種間の差は小さい。 

 「廃棄物対策の取組状況に関する自己評価」は、全業種の平均点が 82 点であり、80 点

が最も多い状況であった。各業種の平均点は 81～82 点であり、業種間の差は小さい状況で

あった。 

表 3.1.3-1 廃棄物管理についての自己評価【業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他の業種 全業種 建設業 製造業 その他の業種

評価件数 860 444 272 144 791 411 249 131

最高点 100 100 100 100 100 100 100 100

最低点 20 30 40 20 20 30 40 20

最頻点 80 80 80 80 80 80 80 80

平均点 83 82 84 81 82 81 82 81

82 82 84 80 81 81 82 80

82 83 84 79 82 82 83 80
82 82 83 79 81 80 82 79
82 82 84 81 81 81 82 81
125 77 23 25 194 110 46 38未回答

R03年度平均点
R02年度平均点

項目 廃棄物管理体制の整備に関する自己評価 廃棄物対策の取組状況に関する自己評価

R04年度平均点

R05年度平均点

業種区分

R06年度

 

表 3.1.3-2 廃棄物管理自己評価の点数別件数【業種別】

（件数）

全業種 建設業 製造業 その他の業種 全業種 建設業 製造業 その他の業種

30 14 9 7 32 15 10 7
38 18 11 9 47 25 16 6
125 61 40 24 110 49 37 24
346 200 90 56 328 196 86 46
218 109 86 23 187 88 73 26
103 42 36 25 87 38 27 22
860 444 272 144 791 411 249 131

125 77 23 25 194 110 46 38未回答

業種区分
廃棄物対策の取組状況に関する自己評価

業種区分
廃棄物管理体制の整備に関する自己評価

100点
合計

点数
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59点以下
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図3.1.3-1 廃棄物管理体制の整備に関する  図 3.1.3-2 廃棄物対策の取組状況に関する 

自己評価【業種別】 自己評価【業種別】 
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3.1.3.2 規模別 

廃棄物の管理体制や取組状況に関する自己評価について、当該事業場従業員数による事

業規模別の件数を集計した。 

「廃棄物管理体制の整備に関する自己評価」の規模別集計は、小規模事業場の平均点が

80 点、中規模①事業場が 80 点、中規模②事業場が 83 点、大規模事業場が 86 点であり、

規模が大きくなるにつれて自己評価点数が向上する傾向があった。 

「廃棄物対策の取組状況に関する自己評価」の規模別集計は、小規模事業場の平均点が

79 点、中規模①事業場が 80 点、中規模②事業場が 82 点、大規模事業場が 85 点であり、

これも規模が大きくなるにつれて自己評価点数が向上する傾向があった。 

 

表 3.1.3-3 廃棄物管理についての自己評価【規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模 小規模 中規模① 中規模② 大規模

20人以下 21～100人101～300人301人以上 20人以下 21～100人101～300人301人以上

評価件数 860 161 255 172 262 10 791 142 232 164 245 8

最高点 100 100 100 100 100 85 100 100 100 100 100 80

最低点 20 30 20 40 35 60 20 50 20 30 35 50

最頻点 80 80 80 80 80 70 80 80 80 80 80 70

平均点 83 80 80 83 86 73 82 79 80 82 85 68

廃棄物対策の取組状況に関する自己評価

全規模 不明

項目 廃棄物管理体制の整備に関する自己評価

R06年度

事業規模 全規模 不明

 

表 3.1.3-4 廃棄物管理自己評価の点数別件数【規模別】 

（件数）

小規模 中規模① 中規模② 大規模 小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人101～300人301人以上 20人以下 21～100人101～300人301人以上

30 6 13 5 6 0 32 6 11 7 7 1
38 13 11 4 9 1 47 11 22 5 8 1

125 35 45 19 20 6 110 29 35 17 24 5

346 61 118 70 94 3 328 58 100 79 90 1
218 23 51 65 79 0 187 23 47 48 69 0
103 23 17 9 54 0 87 15 17 8 47 0
860 161 255 172 262 10 791 142 232 164 245 8

廃棄物管理体制の整備に関する自己評価
事業規模

不明

廃棄物対策の取組状況に関する自己評価

全規模

事業規模

全規模 不明
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図3.1.3-3 廃棄物管理体制の整備に関する  図 3.1.3-4 廃棄物対策の取組状況に関する 
自己評価【規模別】 自己評価【規模別】 
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3.1.4 アンケートに関する集計 

 アンケートは、「電子マニフェストの利用状況」、「環境会計の実施状況」、「環境報

告書の作成状況」、「ISO14001・エコアクション 21 の認証取得状況」の計 4 項目に関する

設問である。 

 アンケート集計結果は、設問ごとに回答を得た総数、建設業、製造業およびその他業種

に区分して集計し、図表を用いて整理した。これらの業種別集計に加え、当該事業場従業

員数による事業規模別集計についても図表を用いて整理した。 

 なお、「電子マニフェストの採用状況」、「環境会計の実施状況」および「環境報告書の作

成状況」に関しては、それぞれ対応していない理由について複数回答を求めており、これ

らは表にまとめた。 
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3.1.4.1 電子マニフェストの利用状況 

(1)業種別 

 電子マニフェストの利用状況についてまとめると、「①全面的に採用している」は総数の

約６割、「②一部の取引だけ採用している」が総数の約２割を占めている状況であり、電子

マニフェストの採用率は約８割に達している。 

 業種別では、全ての業種において「①全面的に採用している」及び「②一部の取引だけ

採用している」は約８割に達している状況である。また、電子マニフェストを採用してい

ない理由として、「委託先の業者が採用していない」が最も多く、「適正処理と業務の効率

化に結びつかない」、「世間の動向を見ている」が続いている。 

 

表 3.1.4-1 電子マニフェスト利用状況まとめ【業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種 全業種 建設業 製造業 その他業種

① 全面的に採用している 578 302 199 77 62% 60% 70% 51%

② 一部の取引だけ採用している 166 98 19 49 18% 19% 7% 32%

③ 採用に向けて準備中・検討中である 40 20 12 8 4% 4% 4% 5%

④ 採用していない 155 83 54 18 17% 17% 19% 12%

   合計 939 503 284 152 100% 100% 100% 100%

　 回答数 割合

 

① 全面的に採

用している

62%

② 一部の取引だ

け採用している

18%

③ 採用に向けて準備

中・検討中である

4%

④ 採用し

ていない

17%

 

 

図3.1.4-1 電子マニフェスト利用状況  図 3.1.4-2電子マニフェスト利用状況【業種別】 
 

表 3.1.4-2 電子マニフェストを採用していない理由【業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

委託先の業者が採用していない 166 110 37 19

　　(内訳)収集運搬業者 144 99 31 14

　　(内訳)中間処理業者 67 42 19 6

紙マニフェストよりコストがかかる 32 20 7 5

　　(内訳)インターネット接続料 5 1 1 3

　　(内訳)専任職員経費 16 12 3 1

　　(内訳)その他 4 3 1 0

適正処理と業務の効率化に結びつかない 108 67 26 15

　　(内訳)廃棄物量が少ない 28 10 9 9

　　(内訳)紙マニフェストに馴染んでいる 83 60 17 6

　　(内訳)監査等で紙が必要 37 22 10 5

　　(内訳)その他 6 5 1 0

自社の業務に適さない 18 8 8 2

電子マニフェストを採用するメリットが少ない 11 6 4 1

世間の動向を見ている 69 45 16 8

情報流出が懸念される 8 5 1 2

その他 19 9 6 4

　 回答数
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- 166 - 

 

 (2)規模別 

 電子マニフェストの利用状況を規模別にまとめると、小規模事業場の「①全面的に採用」

及び「②一部の取引だけ採用」を合わせても全体の 5 割程度に対して、中規模②事業場及

び大規模事業場では約９割以上であり、規模が大きいほど利用が進んでいる状況である。

特に、「①全面的に採用」については、小規模事業場が 33％に対して中規模②事業場及び

大規模事業場が 83％であり、事業規模による格差が大きい。また、電子マニフェストを採

用していない理由としては、「委託先の業者が採用していない」が事業規模の大小にかかわ

らず最も多い。 

 

表 3.1.4-3 電子マニフェスト利用状況まとめ【規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模 小規模 中規模① 中規模② 大規模

20人以下 21～100人 101～300人 301人以上 20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

① 全面的に採用している 578 63 128 156 224 7 62% 33% 46% 83% 83% 58%

② 一部の取引だけ採用している 166 36 74 17 35 4 18% 19% 27% 9% 13% 33%

③ 採用に向けて準備中・検討中である 40 16 16 5 3 0 4% 8% 6% 3% 1% 0%

④ 採用していない 155 76 60 11 7 1 17% 40% 22% 6% 3% 8%

   合計 939 191 278 189 269 12 100% 100% 100% 100% 100% 100%

全規模 不明

割合

全規模 不明

　 回答数

 

58%

83%

83%

46%

33%

62%

33%

13%

9%

27%

19%

18%

0%

1%

3%

6%

8%

4%

8%

3%

6%

22%

40%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不明

大規模

中規模②

中規模①

小規模

全規模

全面的に採用 一部の取引だけ採用

採用に向けて準備中・検討中 採用していない

 

図 3.1.4-3 電子マニフェスト利用状況【規模別】 

 

表 3.1.4-4 電子マニフェストを採用していない理由【規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模

20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

委託先の業者が採用していない 166 47 81 15 23 0

　　(内訳)収集運搬業者 144 44 69 12 19 0

　　(内訳)中間処理業者 67 19 23 10 15 0

紙マニフェストよりコストがかかる 32 16 11 3 2 0

　　(内訳)インターネット接続料 5 0 2 1 2 0

　　(内訳)専任職員経費 16 7 7 1 1 0

　　(内訳)その他 4 2 0 2 0 0

適正処理と業務の効率化に結びつかない 108 44 50 7 6 1

　　(内訳)廃棄物量が少ない 28 11 9 2 5 1

　　(内訳)紙マニフェストに馴染んでいる 83 37 38 5 3 0

　　(内訳)監査等で紙が必要 37 17 15 1 4 0

　　(内訳)その他 6 1 4 1 0 0

自社の業務に適さない 18 8 7 2 0 1

電子マニフェストを採用するメリットが少ない 11 7 3 1 0 0

世間の動向を見ている 69 26 38 1 4 0

情報流出が懸念される 8 6 2 0 0 0

その他 19 4 3 4 8 0

　 回答数

全規模 不明
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3.1.4.2 環境会計の実施状況 

(1)業種別 

 環境会計の実施状況についてまとめると、「①環境会計(環境省)を運用中である」及び「②

環境管理会計(経済産業省)を運用中である」が総数の３割であるのに対し、「⑦環境(管理)

会計は実施していない」が約５割を占めている状況である。業種間を比較すると、その他

業種が最も高く、次いで建設業、製造業が続いている。また、環境会計を実施していない

理由は、「実施するための専任する職員がいない又は配置できない」及び「実施するための

具体的な方法がわからない」が多数を占めている状況である。 

 

表 3.1.4-5 環境会計実施状況のまとめ【業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種 全業種 建設業 製造業 その他業種

① 環境会計(環境省)を運用中である 249 118 92 39 27% 24% 33% 28%

② 環境管理会計(経済産業省)を運用中である 26 21 4 1 3% 4% 1% 1%

③ 環境会計(環境省)の導入に向けて準備中・
検討中である

23 18 1 4 3% 4% 0% 3%

④ 環境管理会計(経済産業省)の導入に向け
て準備中・検討中である

18 12 3 3 2% 2% 1% 2%

⑤ 通常の会計システムで環境費目の管理を
実施している

61 26 33 2 7% 5% 12% 1%

⑥ データの集計だけを実施している 118 71 39 8 13% 14% 14% 6%

⑦ 環境(管理)会計は実施していない 423 235 108 80 46% 47% 39% 58%

   合計 918 501 280 137 100% 100% 100% 100%

回答数 割合

 

  

① 環境会計

(環境省)を運

用中である

27%

② 環境管理

会計(経済産

業省)を運用

中である

3%
③ 環境会計(環境省)

の導入に向けて準備

中・検討中である

2%

④ 環境管理会計(経

済産業省)の導入に向

けて準備中・検討中

である

2%

⑤ 通常の会計シス

テムで環境費目の管

理を実施している

7%

⑥ データの集

計だけを実施

している

13%

⑦ 環境(管理)会計

は実施していない

46%

 
図 3.1.4-4 環境会計実施状況     図 3.1.4-5 環境会計実施状況【業種別】 

 

表 3.1.4-6 環境会計を実施していない理由【業種別】

全業種 建設業 製造業 その他業種

181 92 56 33

315 183 84 48

128 71 42 15

108 63 29 16

7 3 4 0

61 34 18 9

42 15 8 19その他

　 回答数

実施するための具体的な方法がわからない

実施するための専任する職員がいない又は配置できない

実施するメリットが少ない

　　(内訳)事業規模が小さく、馴染まない

　　(内訳)その他

外部監査等に対応する余裕がない

 

28%

33%

24%

27%

12%

5%

7%

6%

14%

14%

13%

58%

39%

47%

46%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他業種

製造業

建設業

全業種

① 環境会計(環境省)を運用中

② 環境管理会計(経済産業省)を運用中

③ 環境会計(環境省)の導入に向けて準備中・検討中

④ 環境管理会計(経済産業省)の導入に向けて準備中・検討中

⑤ 通常の会計システムで環境費目の管理を実施

⑥ データの集計だけを実施

⑦ 環境(管理)会計は実施していない
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(2)規模別 

 環境会計の実施状況を規模別にまとめると、小規模事業場の「①環境会計(環境省)を運

用中である」及び「②環境管理会計(経済産業省)を運用中である」を合わせても全体の約

１割となっているのに対し、中規模事業場②及び大規模事業場では約４割を占めていて、

規模が大きいほど運用が進んでいる状況である。特に、「①環境会計(環境省)を運用中であ

る」については、小規模事業場が 11％であるのに対して中規模事業場②が 40％であり、事

業規模による格差が大きい。 

また、環境会計を実施していない理由は、「実施するための専任する職員がいない又は配

置できない」が事業規模の大小にかかわらず最も多い。 

 

表 3.1.4-7 環境会計実施状況のまとめ【規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模 小規模 中規模① 中規模② 大規模

20人以下 21～100人 101～300人 301人以上 20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

① 環境会計(環境省)を運用中である 249 20 56 72 98 3 27% 11% 20% 40% 38% 27%

② 環境管理会計(経済産業省)を運用中であ
る

26 2 15 0 9 0 3% 1% 5% 0% 3% 0%

③ 環境会計(環境省)の導入に向けて準備
中・検討中である

23 5 8 5 5 0 3% 3% 3% 3% 2% 0%

④ 環境管理会計(経済産業省)の導入に向
けて準備中・検討中である

18 0 12 2 4 0 2% 0% 4% 1% 2% 0%

⑤ 通常の会計システムで環境費目の管理を
実施している

61 7 15 15 24 0 7% 4% 5% 8% 9% 0%

⑥ データの集計だけを実施している 118 27 34 27 29 1 13% 14% 12% 15% 11% 9%

⑦ 環境(管理)会計は実施していない 423 127 139 61 89 7 46% 68% 50% 34% 34% 64%

   合計 918 188 279 182 258 11 100% 100% 100% 100% 100% 100%

不明

回答数 割合

全規模 不明 全規模

 

27%

38%

40%

20%

11%

27%

0%

9%

8%

5%

7%

9%

11%

15%

12%

14%

13%

64%

34%

34%

50%

68%

46%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不明

大規模

中規模②

中規模①

小規模

全規模

① 環境会計(環境省)を運用中

② 環境管理会計(経済産業省)を運用中

③ 環境会計(環境省)の導入に向けて準備中・検討中

④ 環境管理会計(経済産業省)の導入に向けて準備中・検討中

⑤ 通常の会計システムで環境費目の管理を実施

⑥ データの集計だけを実施

⑦ 環境(管理)会計は実施していない

 

図 3.1.4-6 環境会計実施状況【規模別】 

 

表 3.1.4-8 環境会計を実施していない理由【規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

181 54 52 33 38 4

315 81 104 55 69 6

128 53 51 11 13 0

108 50 44 12 2 0

7 0 0 0 7 0

61 27 20 2 12 0

42 9 9 7 17 0

　　(内訳)規模が小さくなじまない

　　(内訳)その他

外部監査等に対応する余裕がない

その他

　

実施するための具体的な方法がわからない

実施するための専任する職員がいない又は配置できない

実施するメリットがない

全規模 不明

回答数
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3.1.4.3 環境報告書の作成状況 

(1)業種別 

環境報告書の作成状況についてまとめると、「「①環境報告書を作成・公表している」が

総数の約５割であるのに対し、「⑤環境報告書を作成していない」が約４割を占めている状

況である。業種間を比較すると、その他業種が最も高く、次いで建設業、製造業が続いて

いる。また、環境報告書を作成していない理由は、「実施するための専任する職員がいない

又は配置できない」及び「実施するための具体的な方法がわからない」が多数を占めてい

る状況である。 

 

表 3.1.4-9 環境報告書作成状況のまとめ【業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種 全業種 建設業 製造業 その他業種

411 206 153 52 46% 43% 56% 38%

26 12 9 5 3% 3% 3% 4%

48 25 19 4 5% 5% 7% 3%

45 29 11 5 5% 6% 4% 4%

362 208 83 71 41% 43% 30% 52%

892 480 275 137 100% 100% 100% 100%

③ 環境報告書を作成しているが、公表
していない

回答数 割合

① 環境報告書を作成・公表している

② エコアクション21の環境活動レポート
として作成・公表している

④ 環境報告書の導入に向けて準備中・
検討中である

⑤ 環境報告書を作成していない

　合計
 

① 環境報告書

を作成・公表し

ている

46%

② エコアクショ

ン21の環境活動

レポートとして

作成・公表して

いる

3%

③ 環境報告書を

作成している

が、公表してい

ない

5%

④ 環境報告書の

導入に向けて準

備中・検討中で

ある

5%

⑤ 環境報

告書を作成

していない

41%

 

 

図 3.1.4-7 環境報告書作成状況    図 3.1.4-8 環境報告書作成状況【業種別】 

 

表 3.1.4-10 環境報告書を作成していない理由【業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

作成するための具体的な方法がわからない 128 66 33 29
実施するための専任する職員がいない又は配置できない 231 136 54 41
作成するメリットが少ない 95 57 24 14
　(内訳)事業規模が小さく、馴染まない 89 54 24 11
　(内訳)その他 1 1 0 0
その他 32 21 1 10

回答数

 
 

38%

56%

43%

46%

7%

5%

5%

52%

30%

43%

41%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他業種

製造業

建設業

全業種

① 環境報告書を作成・公表している

② エコアクション21の環境活動レポートとして作成・公表している

③ 環境報告書を作成しているが、公表していない

④ 環境報告書の導入に向けて準備中・検討中である

⑤ 環境報告書を作成していない
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(2)規模別 

 環境報告書の作成状況を規模別にまとめると、小規模事業場の「①環境報告書を作成・

公表している」が全体の約２割を占めるのに対し、大規模事業場では約７割を占めていて、

規模が大きいほど運用が進んでいる状況であり、事業規模による格差が非常に大きい。「②

エコアクション 21 を作成・公表している」については、各規模ともに 1～4％であり、中

規模事業場①が最も多かった。 

 また、環境報告書を作成していない理由は、全ての規模において「作成するための専任

する職員がいない又は配置できない」が最も多かった。 

 

表 3.1.4-11 環境報告書作成状況のまとめ【規模別】

小規模 中規模① 中規模② 大規模 小規模 中規模① 中規模② 大規模

20人以下 21～100人 101～300人 301人以上 20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

411 32 81 109 185 4 46% 17% 30% 60% 74% 33%

26 6 10 2 8 0 3% 3% 4% 1% 3% 0%

48 9 21 12 6 0 5% 5% 8% 7% 2% 0%

45 12 22 4 7 0 5% 7% 8% 2% 3% 0%

362 124 132 54 44 8 41% 68% 50% 30% 18% 67%

892 183 266 181 250 12 100% 100% 100% 100% 100% 100%

④ 環境報告書の導入に向けて準備中・
検討中である

⑤ 環境報告書を作成していない

　合計

全規模

① 環境報告書を作成・公表している

② エコアクション21の環境活動レポート
として作成・公表している

③ 環境報告書を作成しているが、公表
していない

不明

回答数 割合

不明 全規模

 

 

 

33%

74%

60%

30%

17%

46%

0%

3%

3%

3%

0%

7%

8%

5%

5%

0%

7%

67%

18%

30%

50%

68%

41%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不明

大規模

中規模②

中規模①

小規模

全規模

① 環境報告書を作成・公表している
② エコアクション21の環境活動レポートとして作成・公表している
③ 環境報告書を作成しているが、公表していない
④ 環境報告書の導入に向けて準備中・検討中である
⑤ 環境報告書を作成していない

 

図 3.1.4-9 環境報告書作成状況【規模別】 

 

表 3.1.4-12 環境報告書を作成していない理由【規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模

20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

作成するための具体的な方法がわからない 128 48 42 18 16 4
実施するための専任する職員がいない又は配置できない 231 81 85 36 24 5
作成するメリットがない 95 44 41 4 6 0
　(内訳)規模が小さくなじまない 89 40 39 6 4 0
　(内訳)その他 1 1 0 0 0 0
その他 32 7 6 4 15 0

全規模 不明

回答数
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3.1.4.4 ISO14001・エコアクション 21 の認証取得状況 

(1)業種別 

 ISO14001・エコアクション 21 の認証取得状況についてまとめると、「①ISO14001 を認証

取得している」が総数の５割であるのに対し、「⑦環境マネジメントシステムは取り入れて

いない」は約３割である。業種間では製造業が「①ISO14001 を認証取得している」が約７

割近く占めているのに対し、建設業では約６割、その他業種は 1 割未満であった。その他

業種は「⑦環境マネジメントシステムは取り入れていない」５割を占めており、代わりに

「④その他の環境マネジメントシステムを導入している」が約３割を占めているのが特徴

である。なお、「⑤ISO14001 の認証取得に向けて準備中・検討中」及び「⑥エコアクショ

ン 21 の認証取得に向けて準備中・検討中」は少数であった。 

 

 

表 3.1.4-13 ISO14001・エコアクション 21 の認証取得状況のまとめ【業種別】

全業種 建設業 製造業 その他業種 全業種 建設業 製造業 その他業種

① ISO14001を認証取得している 480 279 191 10 53% 56% 69% 7%

② エコアクション21を認証取得している 28 12 11 5 3% 2% 4% 4%

③ 認証は受けていないが、ISO14001に
準じた管理を実施している

50 23 14 13 6% 5% 5% 10%

④ その他の環境マネジメントシステムを
導入している

63 27 2 34 7% 5% 1% 25%

⑤ ISO14001の認証取得に向けて準備
中・検討中

13 10 0 3 1% 2% 0% 2%

⑥ エコアクション21の認証取得に向けて
準備中・検討中

13 10 3 0 1% 2% 1% 0%

⑦ 環境マネジメントシステムは取り入れ
ていない

238 120 52 66 26% 24% 19% 49%

⑧ その他 22 15 2 5 2% 3% 1% 4%

   合計 907 496 275 136 100% 100% 100% 100%

回答数 割合

 

① ISO14001を認

証取得している

53%

② エコアクショ

ン21を認証取得

している

3%

③ 認証は受け

ていないが、

ISO14001に準

じた管理を実

施している

6%④ その他の環境

マネジメントシ

ステムを導入し

ている

7%

⑤ ISO14001の認

証取得に向けて

準備中・検討中

2%

⑥ エコアクショ

ン21の認証取得

に向けて準備

中・検討中

1%

⑦ 環境マネジメ

ントシステムは

取り入れていな

い

28%

⑧ その他

2%

 

 
図3.1.4-10 環境マネジメントシステム構築状況     図3.1.4-11 環境マネジメントシステム構築状況【業種別】 

 

7%

69%

56%

53%

10%

5%

6%

25%

5%

7%

49%

19%

24%

26%

4%

1%

3%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他業種

製造業

建設業

全業種

① ISO1001を認証取得している
② エコアクション21を認証取得している
③ 認証は受けていないが、ISO14001に準じた管理を実施している
④ その他の環境マネジメントシステムを導入している
⑤ ISO14001の認証取得に向けて準備中・検討中
⑥ エコアクション21の認証取得に向けて準備中・検討中
⑦ 環境マネジメントシステムは取り入れていない
⑧ その他
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(2)規模別 

 ISO14001・エコアクション 21 の認証取得状況を規模別にまとめると、小規模事業場の「①

ISO14001 を認証取得している」が約４割であるのに対し、中規模②事業場は約７割を占め

ていて、規模が大きいほど運用が進んでいる状況であり、事業規模による格差が非常に大

きい。「②エコアクション 21 を認証取得している」については、大規模事業場が 4％で最

も多い。「④その他の環境マネジメントシステムを導入」については、各規模とも 4～9％

で事業規模の大小による傾向は見られなかった。 

 

表 3.1.4-14  ISO14001・エコアクション 21 の認証取得状況のまとめ【規模別】

小規模 中規模① 中規模② 大規模 小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人101～300人301人以上 20人以下 21～100人101～300人301人以上

① ISO14001を認証取得している 480 75 114 126 163 2 53% 40% 41% 72% 64% 17%

② エコアクション21を認証取得している 28 6 9 3 10 0 3% 3% 3% 2% 4% 0%

③ 認証は受けていないが、ISO14001に
準じた管理を実施している

50 12 19 4 14 1 6% 6% 7% 2% 6% 8%

④ その他の環境マネジメントシステムを
導入している

63 9 25 7 21 1 7% 5% 9% 4% 8% 8%

⑤ ISO14001の認証取得に向けて準備
中・検討中

13 4 7 0 2 0 1% 2% 3% 0% 1% 0%

⑥ エコアクション21の認証取得に向けて
準備中・検討中

13 1 10 0 2 0 1% 1% 4% 0% 1% 0%

⑦ 環境マネジメントシステムは取り入れ
ていない

238 79 86 31 34 8 26% 42% 31% 18% 13% 67%

⑧ その他 22 3 8 4 7 0 2% 2% 3% 2% 3% 0%

   合計 907 189 278 175 253 12 100% 100% 100% 100% 100% 100%

回答数 割合

全規模 不明 全規模 不明

 

 

17%

64%

72%

41%

40%

53%
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3%
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6%
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7%
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8%

8%

4%

9%
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7%

67%

13%

18%

31%

42%

26%

0%

3%

3%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不明

大規模

中規模②

中規模①

小規模

全規模

① ISO1001を認証取得している
② エコアクション21を認証取得している
③ 認証は受けていないが、ISO14001に準じた管理を実施している
④ その他の環境マネジメントシステムを導入している
⑤ ISO14001の認証取得に向けて準備中・検討中
⑥ エコアクション21の認証取得に向けて準備中・検討中
⑦ 環境マネジメントシステムは取り入れていない
⑧ その他

 

図 3.1.4-12 環境マネジメントシステム構築状況【規模別】 
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3.1.4.5 プラスチック資源循環法への対応について 

(1)業種別 

 廃プラスチック使用製品産業廃棄物等を前年度 250 トン以上排出していると回答した事

業者は、全業種は 136 件で最も多かった業者は建設業で 83 件であった。 

また、排出量の目標値を定め公表している事業者は、全業種で 36 件とまだ少ない状況で、

最も多かった業種は製造業で 19 件であった。 

 

表 3.1.4-15 廃プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出状況【業種別】

全業種 建設業 製造業 その他業種 全業種 建設業 製造業 その他業種

①廃プラスチック使用製品産業廃棄物等
を前年度250トン以上排出している

136 83 45 8 14% 16% 15% 5%

②廃プラスチック使用製品産業廃棄物等
を前年度250トン以上排出していない、又
は未回答

849 438 250 161 86% 84% 85% 95%

合計（「廃棄物自主管理計画（状況）報告
書」を提出した事業者）

985 521 295 169 100% 100% 100% 100%

回答数 割合

 

①廃プラスチッ

ク使用製品産業

廃棄物等を前年

度250トン以上排

出している

14%

②廃プラスチッ

ク使用製品産業

廃棄物等を前年

度250トン以上排

出していない、

又は未回答

86%

 

 
 

図3.1.4-13  排出状況    図3.1.4-14 業種別内訳（250t 以上排出している事業者） 

 

表 3.1.4-16 廃プラスチック使用製品産業廃棄物等の目標値の公表状況【業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種 全業種 建設業 製造業 その他業種

①廃プラスチック使用製品産業廃棄物等
の排出量の目標値を定め公表している

36 16 19 1 4% 3% 6% 1%

②廃プラスチック使用製品産業廃棄物等
の排出量の目標値を定め公表していな
い、又は未回答

949 505 276 168 96% 97% 94% 99%

合計（「廃棄物自主管理計画（状況）報告
書」を提出した事業者）

985 521 295 169 100% 100% 100% 100%

回答数 割合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1.4-15  目標値設定、公表の実施状況  図3.1.4-16 業種別内訳（目標値を定め公表している事業者） 

 

建設業
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製造業
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①廃プラス

チック使用製

品産業廃棄物

等の排出量の

目標値を定め

公表している

4%

②廃プラスチッ

ク使用製品産業

廃棄物等の排出

量の目標値を定

め公表していな

い、又は未回答

96%
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3.1.5  産業廃棄物の最終処分の状況 

主な最終処分の場所に関する集計は、様式３、様式５において自己最終処分または委託

処分のうち最終処分に記載のあった事業場のみを対象として抽出し、最終処分場の場所を

基本に整理・集計した。 

また、県内の最終処分場は以下のとおりである。 

なお、県内の最終処分場は、各自治体で公開されている産業廃棄物処理業者の一覧及び

提出された報告書から抜粋した。 

表 3.1.5-1 神奈川県内の最終処分場 
処分場 種類 

株式会社ヨコハマ全建 海洋投入 

富二栄産業株式会社 海洋投入 

南本牧廃棄物最終処分場 海面埋立 

浮島廃棄物埋立処分場 海面埋立 

かながわ環境整備センター 管理型埋立 

株式会社日産クリエイティブサービス最終処分場 管理型埋立 

和英堂興産株式会社産業廃棄物最終処分場 管理型埋立 

 

3.1.5.1 自己中間処理後の中間処理委託後最終処分の状況 

自己中間処理後の残さを中間処理委託後に最終処分した委託先の件数を廃棄物の種類別

に集計した。 

 

集計対象：様式３-２及び様式５-２の b-4「最終処分前委託量」の記載があり、かつ 様 式 １の

「中間処理の場所」（中間処理委託先）の記載があるもの 

集計項目：最終処分先別・廃棄物種類別件数 

集計方法：同一事業場の同一種類の廃棄物が、複数の処分先で最終処分されている場合は、それ

ぞれ１件としてカウントした。 

最終処分の場所の回答に、処分場名ではなく委託を行った業者名や、最終処分では

なくリサイクルを委託した業者名が書いてある例が多数みられた。このため、県内に

ついては、最終処分場が記載されているもののみ集計対象とした。 

県外については、様式１では都道府県名のみ記載することになっており、最終処分

場を示すか判断がつかないため、全ての回答をカウントした。 
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表 3.1.5-2 自己中間処理後の中間処理委託後の最終処分先の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（件）

燃
え

殻

汚
泥

廃

ア
ル

カ
リ

廃
ﾌ

ﾟ
ﾗ
ｽ

ﾁ
ｯ

ｸ

南本牧廃棄物埋立処分場 2 2

かながわ環境整備センター 1 1 2

小計 3 1 4

宮城県 2 2

福島県 2 2 4

茨城県 2 2

栃木県 2 2

埼玉県 2 2

千葉県 1 1 1 3

富山県 3 3

長野県 4 1 5

静岡県 3 3

兵庫県 2 2

奈良県 1 1

岡山県 1 1 2

広島県 1 2 1 4

徳島県 1 1 2

高知県 1 1

福岡県 4 4

長崎県 1 1

小計 4 32 3 4 43

県
外

最
終

処
分
先

区
分

最終処分先

産業廃棄物

計

県
内
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3.1.5.2 自己中間処理後の直接最終処分の状況 

自己中間処理後の残さを直接最終処分した委託先の件数を廃棄物の種類別に集計した。 

 

集計対象：様式３-２及び様式５-２の b-2「最終処分委託量」の記載があり、かつ様式１の「中

間処理の場所」（中間処理委託先）の記載がないもの 

集計項目：最終処分先別・廃棄物種類別件数 

集計方法：3.5.5.1 と同様 

 

表 3.1.5-3 自己中間処理後の直接最終処分委託先の状況 

（件）

産業廃棄物

汚
泥

南本牧廃棄物埋立処分場 1 1

小計 1 1

愛知県 1 1

奈良県 1 1

小計 2 2

最

終
処

分
先

区
分

最終処分先 計

県
内

県

外

 

 

 

3.1.5.3 直接中間処理委託後の最終処分の状況 

直接中間処理委託後に、最終処分を委託した委託先の件数を廃棄物の種類別に集計した。 

 

集計対象：様式３-２及び様式５-２の B-4「最終処分前委託量」の記載があり、かつ様式１の「中

間処理の場所」（中間処理委託先）の記載があるもの  

集計項目：最終処分先別・廃棄物種類別件数 

集計方法：3.5.5.1 と同様 
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表
3
.
1
.
5
-
4
 

直
接

中
間

処
理

委
託

後
の

最
終

処
分

の
状

況
 

 
（
件

）

燃 え 殻

汚 泥
廃 油

廃 酸

廃 ア ル カ リ

廃 ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ

紙 く ず

木 く ず

繊 維 く ず

動 植 物 性 残 さ

金 属 く ず

ｶ ﾞ ﾗ ｽ ・ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰﾄ ・ 陶 磁 器 く ず

が れ き 類

ば い じ ん

混 合 廃 棄 物 そ の 他

特 管 廃 油

特 管 廃 酸

( p H 2 以 下 )

特 管 廃 ｱ ﾙ ｶ ﾘ

( p H 1 2 . 5 以 上 )

感 染 性 廃 棄 物

廃 Ｐ Ｃ Ｂ 等

Ｐ Ｃ Ｂ 汚 染 物

廃 石 綿 等

有 害 ば い じ ん

有 害 燃 え 殻

有 害 廃 油

有 害 汚 泥

有 害 廃 酸

有 害 廃 ア ル カ リ

廃 水 銀 等

南
本

牧
廃

棄
物

埋
立

処
分

場
1

1
1

1
1

5

か
な

が
わ

環
境

整
備

セ
ン

タ
ー

7
3

2
8

9
1

7
2

4
7

1
6

6
2

3
1

1
32

小
計

8
3

2
9

9
1

7
2

4
7

1
6

7
2

4
1

1
1
37

北
海

道
2

3
2

1
1

2
11

宮
城

県
4

1
4

3
1

1
3

1
5

2
1

1
9

1
9

2
1

2
1
3

1
2

2
96

秋
田

県
1

1
6

1
2

2
2

1
1

1
18

山
形

県
1

1
2

福
島

県
1
7

4
2

1
1
0

2
6

9
4

1
6

1
3

66

茨
城

県
1
2

5
3

5
1

4
4

1
5

1
1

5
47

栃
木

県
4

5
1
4

4
4

4
4

1
0

1
2

1
8

2
3

7
91

群
馬

県
1

2
0

8
3
7

1
9

76

埼
玉

県
1

5
2

1
1

5
1

4
1

7
2

3
4

37

千
葉
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1
5

6
2

1
5
1

1
5

9
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1
5

4
5

2
2

3
9

9
2

2
1
1

1
1

2
49

東
京

都
3

1
2

2
3

1
5

17

新
潟

県
1

1
1

1
2

6

富
山

県
4

4
5

2
1

5
1

1
1

1
1

1
27

山
梨
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1

1

長
野

県
1
3

1
1

1
4

2
1

1
1

2
27

岐
阜

県
1

3
5

1
1
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静
岡
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4

1
4

1
3

1
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5

1
1

3
1
3

1
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1
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愛
知
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1
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2
2

1
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1
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1
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三
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6
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2
5
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滋
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1
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1
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1
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大
阪

府
1

1
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兵
庫
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1
5

1
6
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2
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2

2
1

1
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奈
良
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5

1
1

1
5

3
2

3
6
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岡
山
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3

3
1

2
1

1
3

6
1

1
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広
島

県
7

4
4

1
1

1
1

1
2

5
3

2
1

2
1

2
47

山
口

県
2
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徳
島

県
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1

愛
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1
2

高
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県
2

2

福
岡

県
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2
3

1
6

2
1

3
4

7
3

1
1

1
2
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長
崎

県
3

3
1

1
1

1
10

大
分

県
4

1
1

1
7

小
計

1
1

1
4
7

4
2

1
8

9
1
9
1

2
1

2
1

33
1
1

1
2

2
0
6

6
2

4
1
4
5

5
5
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2
1

7
6

1
1

2
2

1
2

1
8

8
6

2
1
,1
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計
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終

処
分

先
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業
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物
特
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理
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業
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3.1.5.4 直接最終処分の状況 

直接最終処分を委託した委託先の件数を廃棄物の種類別に集計した。 

 

集計対象：様式３-２及び様式５-２の B-2「最終処分委託量」の記載があり、かつ様式１の「中

間処理の場所」（中間処理委託先）の記載がないもの 

集計項目：最終処分先別・廃棄物種類別件数 

集計方法：3.5.5.1 と同様 

 

表 3.1.5-5 直接最終処分委託先の状況 

（件）

汚
泥

廃
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ｽ
ﾁ
ｯ
ｸ

木
く
ず

金
属
く
ず

ｶ
ﾞ
ﾗ
ｽ
・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ

ｰ

ﾄ
・
陶
磁
器
く
ず

が
れ
き
類

ば
い
じ
ん

混
合
廃
棄
物
そ
の
他

感
染
性
廃
棄
物

廃
石
綿
等

南本牧廃棄物埋立処分場 2 6 2 1 11

かながわ環境整備センター 6 9 1 29 37 1 18 4 1 107

小計 6 9 1 31 43 1 20 5 1 118

北海道 1 1

宮城県 1 5 3 7 1 1 18

山形県 1 1 2

福島県 4 2 5 3 14

茨城県 3 3

栃木県 1 5 1 1 9 15 4 2 38

群馬県 3 10 8 13 1 11 4 50

埼玉県 4 1 5

千葉県 3 14 1 25 28 2 14 4 1 92

東京都 1 5 2 1 9

富山県 1 2 3 6 2 1 1 16

石川県 1 1

長野県 1 1 2

岐阜県 1 6 5 1 13

静岡県 8 8 23 1 5 1 1 47

愛知県 1 2 3

三重県 3 6 3 5 17

滋賀県 1 6 4 7 4 1 1 24

大阪府 1 1

兵庫県 1 7 4 4 5 21

奈良県 1 1

岡山県 2 3 5

広島県 1 1 4 6

山口県 1 1

福岡県 1 1

大分県 1 1

小計 14 68 2 1 94 133 4 57 12 7 392

計

県
外

県
外

最
終
処
分
先
区
分

最終処分先

産業廃棄物
特別管理産業

廃棄物
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3.1.5.5 最終処分を県外としている理由 

(1)業種別 

 最終処分場を県外としている理由について複数回答を求めており、これを建設業、製造

業、その他業種の業種別に集計した。 

 最終処分場を県外としている理由としては、「中間処理業者の紹介」が最も多かった。

次に、「一括して委託ができるため」が続いている。 
 

表 3.1.5-6 最終処分を県外としている理由【業種別】 

全業種 建設業 製造業 その他業種

①一括して委託ができるため 109 45 36 28

②中間処理業者の紹介 268 126 101 41

③安全性が確認できた 81 41 30 10

④埋立処分費が安い 35 24 5 6

⑤収集運搬費が安い 14 7 3 4

⑥処分場が県内にないため 45 31 10 4

⑦その他 45 22 11 12

　合計 597 296 196 105

回答数（件）

 

 

(2)規模別 

 最終処分場を県外としている理由について、当該事業場の従業員数による規模別に集計

した。 

 全ての規模の事業場において「中間処理業者の紹介」が最も多かった。 

 

表 3.1.5-7 最終処分を県外としている理由【規模別】 

小規模 中規模① 中規模② 大規模
20人以下 21～100人 101～300人 301人以上

①一括して委託ができるため 109 23 31 24 29 2

②中間処理業者の紹介 268 35 58 63 110 2

③安全性が確認できた 81 6 11 22 40 2

④埋立処分費が安い 35 7 13 5 10 0

⑤収集運搬費が安い 14 1 9 2 2 0

⑥処分場が県内にないため 45 4 7 11 23 0

⑦その他 45 5 5 15 18 2

　合計 597 81 134 142 232 8

回答数（件）

全規模 不明

 

 


